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Ⅰ 概要 

 

 １ 沿革 

 
  昭和４９年 ４月  浜松市高町に浜松市保健所試験検査課として発足（職員１４名） 

  昭和５０年１０月  浜松市鴨江二丁目の浜松市保健所新庁舎に移転 

  平成 ２年 ４月  試験検査課が衛生試験所に名称変更（職員１２名） 

  平成１０年 ４月  環境保全課の測定業務を衛生試験所に統合（職員２０名） 

  平成１１年 ３月  浜松市上西町の新庁舎に移転 

  平成１１年 ４月  衛生試験所が保健環境研究所に名称変更（職員２３名） 

 

 

２ 施設 

 

 （１）所 在 地  浜松市東区上西町９３９番地の２ 

 （２）建 物 構 造  鉄筋コンクリート４階建 

 （３）敷 地 面 積  ２，９９９㎡ 

 （４）本体建築面積    ８６６㎡ 

 （５）本体延床面積  ３，２２０㎡ 

 （６）竣 工  平成１１年２月（平成１８年７月増築） 

 

 

３ 組織 

 

 （１）組織   

                          微生物検査グループ（７名） 

   保健環境研究所長     副所長       食品分析グループ （８名） 

   （健康福祉部課長）               大気測定グループ （４名） 

                          水質測定グループ （６名） 

（職員２５名うち再任用２名） 

                                  ※平成 24 年 7月１日現在 

 

（２）所掌事務 

   ア 感染症及び食中毒に係る微生物検査及び寄生虫検査に関すること 

   イ 食品、飲料水等に係る微生物検査及び化学物質検査に関すること 

   ウ 大気汚染、水質汚濁、悪臭、騒音、振動、廃棄物等に係る測定及び検査に関すること 

   エ その他生活衛生及び環境対策上必要な検査及び調査研究に関すること  
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４ 予算額（当初） 

 

 (1) 歳  入                                                     （単位：円） 

 節 ２３年度 ２４年度  

 行 政 財 産 使 用 料                9,000 9,000  

 感 染 症 予 防 事 業 費 負 担 金                1,330,000 1,440,000  

 疾病予防対策事業費等補助金                2,588,000 2,784,000  

 感染症発生動向調査事業費負担金                1,111,000 1,278,000  

 新幹線鉄道騒音測定業務委託金 86,000 0  

 計 5,124,000 5,511,000  

 

 

  (2) 歳  出 

 

   【保健衛生検査費】                       （単位：円） 

 節 ２３年度 ２４年度  

 旅 費                 1,440,000 1,440,000  

 需 用 費                 41,135,000 41,742,000  

 役 務 費                 7,614,000 7,075,000  

 委 託 料                 19,021,000 18,701,000  

 使 用 料 及 び 賃 借 料 26,202,000 36,611,000  

 工 事 請 負 費 1,000,000 800,000  

 備 品 購 入 費                 28,000 1,000,000  

 負 担 金 補 助 及 び 交 付 金 262,000 257,000  

 計 96,702,000 107,626,000  

 

   【環境監視費】                       （単位：円） 

 節 ２３年度 ２４年度  

 報 償 費         205,000         205,000  

 旅 費                    20,000    0  

 需 用 費                    14,728,000    15,117,000  

 役 務 費                 1,593,000 1,592,000  

 委 託 料                 39,353,000 40,051,000  

使 用 料 及 び 賃 借 料 11,902,000 5,797,000 

備 品 購 入 費 0 1,000,000 

 

計 67,801,000 63,762,000 
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 ５ 主要機器の保有状況 

 
（１）微生物検査グループ 

 

購入年度 品名 型式 台数 

Ｈ２２ 自動分注希釈装置 ｴﾙﾒｯｸｽ DT-cube １ 

遺伝子抽出装置 ｷｱｹﾞﾝ 9001292 １ 

遺伝子増幅装置 ﾀｶﾗﾊﾞｲｵ TP600 １ 
遺伝子増幅定量装置 ﾊﾞｲｵ･ﾗｯﾄﾞ CFX96   １ 

Ｈ２１ 

DNA シークエンサー ﾍﾞｯｸﾏﾝ･ｺｰﾙﾀｰ GenomeLab GeXP  １ 
遺伝子増幅装置 ABI GeneAmp PCR ｼｽﾃﾑ 9700 １ 

Ｈ２０ 
振とう器 富士ﾚﾋﾞｵ AutoBlot3000 １ 

遺伝子増幅定量装置 ABI PRISM 7000 １ 
Ｈ１５ 

電気泳動パターン解析装置 ﾊﾞｲｵ･ﾗｯﾄﾞ GelDoc XR １ 

Ｈ１２ 位相差・微分干渉顕微鏡 ｶｰﾙﾂｧｲｽ Axiophot2 １ 

Ｈ１１ 透過型電子顕微鏡 日立 H7550 １ 

 

 

（２）食品分析グループ 

 

購入年度 品名 型式 台数 

Ｈ２１ ＧＣ／ＦＩＤ 島津 GC-2014 １ 

Ｈ２０ ＧＣ／ＦＰＤ ｱｼﾞﾚﾝﾄ 7890 １ 

Ｈ１８ ＧＰＣ 島津 LC-20 １ 

Ｈ１３ 高速冷却遠心機 日立 CR21G １ 

Ｈ１１ ＧＣ／ＮＰＤ ｱｼﾞﾚﾝﾄ 6890 １ 

Ｈ１０ ＨＰＬＣ ｼﾞｬｽｺ GULIVER １ 

Ｈ８ ＨＰＬＣ 島津 LC-10A ﾎﾟｽﾄｶﾗﾑｼｽﾃﾑ １ 

Ｈ７ 水分活性測定装置 ｱｸｾｰﾙ TH-200 ２ 

Ｈ６ ＧＣ／ＥＣＤ 島津 GC-17A ２ 

Ｈ４ ＧＭサーベイメーター ALOKA GS-121 １ 
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（３）大気測定グループ 

 

購入年度 品名 型式 台数 

Ｈ１９ キャニスター自動洗浄装置 GL ｻｲｴﾝｽ CCS-3Au １ 

Ｈ１４ マイクロウェーブ分解装置 O･I･Analytical 7295 １ 

Ｈ１１ 水銀測定装置 日本ｲﾝｽﾂﾙﾒﾝﾂ WA-3 １ 

Ｈ１１ 環境騒音測定システム ﾘｵﾝ XT-10S  ２ 

Ｈ１０ 酸性雨測定装置 DKK DRM-200E １ 

顕微鏡 ｵﾘﾝﾊﾟｽ 50-33-PHD １ 
Ｈ７ 

燃焼式硫黄分試験器 堀場 SLFA-1800H １ 

 

 （４）水質測定グループ 

 

購入年度 品名 型式 台数 

Ｈ１９ 分光光度計 島津 UV-2450 １ 

Ｈ１２ 中分解能質量分析計 日本電子 JMS-GCmateⅡ １ 

定温乾燥機 VOS－451SD １ 

超純水製造装置 日本ﾐﾘﾎﾟｱ EQG（VOC）-3S １ 

 

Ｈ１１ 

固相抽出装置 GL ｻｲｴﾝｽ ASPE-599 １ 

ＧＣ／ＭＳ HP 6890/5973 MSD １ 
Ｈ１０ 

イオンクロマトグラフ ﾀﾞｲｵﾈｸｽ DX-500 １ 

Ｈ９ 全有機炭素計 島津 TOC-5000A １ 

Ｈ６ 水銀分解装置 日本ｲﾝｽﾂﾙﾒﾝﾂ RA-2 １ 

 

 

６ 機器のリース状況 

 

開始年度 品名 型式 台数 

ＩＣＰ－ＭＳ ﾊﾟｰｷﾝｴﾙﾏｰ NexION 300X 1 

ＨＰＬＣ ｱｼﾞﾚﾝﾄ 1260/1290 2 

ゲルマニウム半導体検出器付

核種分析装置 

ｷｬﾝﾍﾞﾗ GC2020 
1 

Ｈ２３ 

ＬＣ／ＭＳ ｳｫｰﾀｰｽﾞ TQD 1 

ＵＰＬＣ ｳｫｰﾀｰｽﾞ ACQUITY １ 
Ｈ２１ 

ＨＰＬＣ ｳｫｰﾀｰｽﾞ alliance １ 

ＧＣ／ＭＳ／ＭＳ ﾌﾞﾙｶｰ 450GC / 300Ms １ 
Ｈ２０ 

大気濃縮導入装置付ＧＣ／ＭＳ Entech 7100A / ｱｼﾞﾚﾝﾄ 5975C １ 

Ｈ１９ ＬＣ／ＭＳ／ＭＳ ｻｰﾓ Quantum Access １ 

 

浜松市保健環境研究所年報　№22，2011

4



 
 
 
 
 
 
 
 
 

Ⅱ 試験検査業務 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

浜松市保健環境研究所年報　№22，2011



Ⅱ　試験検査業務  

１　試験検査実施検体数 　　　 　　(平成23年度)

経常業務臨時業務経常業務臨時業務経常業務臨時業務経常業務臨時業務

感染症 442 442

血液 3,359 3,359

魚介類及びその加工品 31 36  1  68

冷凍食品 0

肉卵類及びその加工品 42 84  126

乳及び乳製品 21 35  56

穀類及びその加工品 19  19

豆類及びその加工品 10 17  27

果実類 28  28

野菜 110  110

種実類 0

茶及びホップ 0

野菜・果実加工品 9  9

菓子類 16 11  27

調味料 13  13

飲料 10 21  31

油脂食品 0

食品添加物 0

その他の食品 89 10  99

器具及び容器包装 9  9

おもちゃ 0

洗浄剤 0

食中毒等 385 385

その他 0

栄養関係検査 0

医薬品等 0

家庭用品 17  17

水道原水 0

飲用水 0

利用水等 101 54 155

廃棄物関係検査 17 12 67 9 105

環境・公害関係検査 27 171 27 945 152 1,322

放射能（食品除く） 0

温泉泉質検査 0

その他の検査 16 16 14 46

外部精度管理 3 4  2 9

4,184 385 423 1 199 27 1,068 175 6,462

4,569  424  226  1,243  6,462 合　計　

大　気　測　定
合　　計

計

環
境
等

食
　
品
　
等

微 生 物 検 査 食　品　分　析
検　体　区　分

水　質　測　定

浜松市保健環境研究所年報　№22，2011

5



２　試験検査実施項目数 　　　 　　(平成23年度)

経常業務臨時業務経常業務臨時業務経常業務臨時業務経常業務臨時業務

感染症 1,869 1,869

血液 4,759 4,759

魚介類及びその加工品 131 525 1 657

冷凍食品 0

肉卵類及びその加工品 139 1,373 1,512

乳及び乳製品 68 573 641

穀類及びその加工品 69 69

豆類及びその加工品 70 53 123

果実類 3,233 3,233

野菜 9,561 9,561

種実類 0

茶及びホップ 0

野菜・果実加工品 94 94

菓子類 64 102 166

調味料 132 132

飲料 14 305 319

油脂食品 0

食品添加物 0

その他の食品 593 68 661

器具及び容器包装 21 21

おもちゃ 0

洗浄剤 0

食中毒等 5,240 5,240

その他 0

栄養関係検査 0

医薬品等 0

家庭用品 37 37

水道原水 0

飲用水 0

利用水等 198 168 366

廃棄物関係検査 17 12 1,089 24 1,142

環境・公害関係検査 29 511 795 11,695 453 13,483

放射能（食品除く） 0

温泉泉質検査 0

その他の検査 80 16 29 125

外部精度管理 3 19 6 28

8,034 5,240 16,165 1 539 795 12,958 506 44,238

1,334  44,238 13,464  

水　質　測　定

13,274  合　計　 16,166  

合　　計

計　

環
境
等

食
　
品
　
等

微 生 物 検 査 食　品　分　析 大　気　測　定
項　目　区　分
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３　微生物検査グループ検査実施数
  (1)  経常業務

魚

介

類

及

び

そ

の

加

工

品

肉

卵

類

及

び

そ

の

加

工

品

乳
及
び
乳
製
品

豆

類

及

び

そ

の

加

工

品

菓

子

類

飲

料

そ

の

他

の

食

品

利

用

水

等

廃

棄

物

関

係

検

査

環

境

・

公

害

関

係

検

査

442 3,359 31 42 21 10 16 10 89 101 17 27 16 3 4,184

30 16 46

17 16 10 16 70 1 130

2 2

14 2 19 10 16 10 67 24 16 1 179

17 27 44

17 8 10 63 30 128

3 3

45 2 47

2 2

2 2

抗生物質 モ ニ タ リ ン グ 項 目 0

赤 痢 菌 0

チ フ ス 菌 0

サ ル モ ネ ラ 4 40 16 60 120

コ レ ラ 0

腸 炎 ビ ブ リ オ 21 21

病 原 ビ ブ リ オ 0

病 原 大 腸 菌 0

腸管出血性大腸菌Ｏ157 64 3 67

腸 管 出 血 性 大 腸 菌 （ O157 を 含 む ） 4 32 7 10 60 43 156

黄 色 ブ ド ウ 球 菌 14 8 7 10 16 70 16 141

黄 色 ブ ド ウ 球 菌 エ ン テ ロ ト キ シ ン 7 7

カ ン ピ ロ バ ク タ ー 32 60 92

セ レ ウ ス 菌 7 10 60 77

ウ ェ ル シ ュ 菌 10 60 70

ク ロ ス ト リ ジ ウ ム 属 菌 2 2

リ ス テ リ ア 10 10

百 日 咳 菌 10 10

細 菌 性 髄 膜 炎 3 3

溶 血 性 連 鎖 球 菌 2 2

レ ジ オ ネ ラ 26 26

麻 疹 28 28

Ａ 型 肝 炎 ウ イ ル ス 10 10

Ｅ 型 肝 炎 ウ イ ル ス 5 5

感染性胃腸炎（ノロウイルスを含む） 378 10 388

イ ン フ ル エ ン ザ 687 687

無 菌 性 髄 膜 炎 134 134

急性脳炎（日本脳炎を除く） 21 21

咽 頭 結 膜 熱 282 282

手 足 口 病 107 107

ヘ ル パ ン ギ ー ナ 73 73

流 行 性 耳 下 腺 炎 18 18

Ｒ Ｓ ウ イ ル ス 52 52

ウ イ ル ス そ の 他 10 10

Ｔ Ｐ Ｈ Ａ 法 731 731

Ｒ Ｐ Ｒ テ ス ト 731 731

HIV 抗 体 検 査 828 828

Ｂ型肝炎 Ｈ Ｂ ｓ 抗 原 754 754

Ｈ Ｃ Ｖ 抗 体 384 384

Ｈ Ｃ Ｖ Ｒ Ｎ Ａ 3 3

ＩｇＡ 664 664

ＩｇＧ 664 664

変　　　色 16 16

異　　　臭 16 16

下 痢 性 貝 毒 試 験 10 10

麻 痺 性 貝 毒 試 験 10 1 11

0

12 12

4 4

4 4

1,869 4,759 131 139 68 70 64 14 593 198 17 29 80 3 8,034

そ

の

他

の

検

査

外

部

精

度

管

理

計

検 体 数

感

染

症

血

液

環境等検査食　品　等　検　査

一 般 細 菌

細 菌 数 （ 標 準 平 板 培 養 法 ）

細 菌 数 （ 直 接 個 体 鏡 顕 法 ）

大 腸 菌 群

官 能
試 験

生 物

大 腸 菌 群 数

大 腸 菌 （ E.coli ）

乳 酸 菌 数

糞 便 性 大 腸 菌 群

感
染
症
・
食
中
毒
菌
等

細 菌 試 験

項　目　数　計

腸 球 菌

緑 膿 菌

ア レ ル ギ ー 物 質 検 査

恒 温 試 験

梅反

Ｃ型肝炎

組 換 え DNA 技 術 応 用 食 品 検 査

クラミ
ジア
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  (2)  臨時業務

食

品

食

中

毒

等

そ

の

他

計

0 385 0 385 

赤 痢 菌 233 233 

チ フ ス 菌 380 380 

パ ラ チ フ ス A 菌 380 380 

サ ル モ ネ ラ 382 382 

コ レ ラ 305 305 

病 原 ビ ブ リ オ 305 305 

腸 炎 ビ ブ リ オ 305 305 

病 原 大 腸 菌 311 311 

腸 管 出血性大腸菌 O157 380 380 

黄 色 ブ ド ウ 球 菌 305 305 

エ ロ モ ナ ス 305 305 

プ レ シ オ モ ナ ス 305 305 

ウ エ ル シ ュ 菌 305 305 

セ レ ウ ス 305 305 

エ ル シ ニ ア 158 158 

カ ン ピ ロ バ ク タ ー 305 305 

ノ ロ ウ イ ル ス 235 235 

そ の 他 36 36 

0 5,240 0 5,240 

検 体 数

感
染
症
・
食
中
毒
菌
等

項 目 数 計
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４　食品分析グループ検査実施数

  (1)  経常業務

魚

介

類

及

び

そ

の

加

工

品

冷

凍

食

品

肉

卵

類

及

び

そ

の

加

工

品

乳
及
び
乳
製
品

穀

類

及

び

そ

の

加

工

品

豆

類

及

び

そ

の

加

工

品

果

実

類

野

菜

野

菜

・

果

実

加

工

品

菓

子

類

調

味

料

飲

料

そ
の
他
の
食
品

器

具

及

び

容

器

包

装

36 0 84 35 19 17 28 110 9 11 13 21 10 9 17 4 423 

保 存 料 21 10 4 16 9 5 93 85 1 244

発 色 剤 4 10 14

漂 白 剤 4 5 9 5 23

酸 化 防 止 剤 16 20 12 20 68

甘 味 料 7 10 39 24 4 54 44 27 88 297

品 質 保 持 剤 10 10

合成着色料（許可） 36 11 33 22 33 44 11 190

防 か び 剤 20 20

29 29

393 1,228 308 1 1,930

65 115 3,192 9,372 5 6 12,755

5 4 9

22 40 16 78

0

8 8

53 53

20 5 25

0

0

25 25

7 7

0

33 39 45 15 21 189 3 345

20 15 35

525 0 1,373 573 69 53 3,233 9,561 94 102 132 305 68 21 37 19 16,165

  (2)  臨時業務

魚

介

類

及

び

そ

の

加

工

品

冷

凍

食

品

肉

卵

類

及

び

そ

の

加

工

品

乳
及
び
乳
製
品

穀

類

及

び

そ

の

加

工

品

豆

類

及

び

そ

の

加

工

品

果

実

類

野

菜

茶
及
び
ホ

ッ
プ

野

菜

・

果

実

加

工

品

調

味

料

飲

料

そ
の
他
の
食
品

器

具

及

び

容

器

包

装

そ

の

他

1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1 

0 

0 

0 

0 

1 1 

1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1 

計

家

庭

用

品

食　  品  　等　  検　  査

溶 出 試 験

容 器 試 験

ホルムアルデヒド

項 目 数 計

ﾄﾘｸﾚﾝ類・ﾒﾀﾉｰﾙ

そ の 他

放　 　 射　　  能

シ ア ン 化 合 物

材 質 試 験

Ｐ Ｃ Ｂ

医 薬 品 成 分

カ ビ 毒

水 分 活 性

食　  品  　等　  検　  査
家

庭

用

品

無機・有機金属

計

外
部
精
度
管
理

検 体 数

食
品
添
加
物

乳 成 分 規 格

残留動物用医薬品

残 留 農 薬

項 目 数 計

検 体 数

動 物 用 医 薬 品

農 薬

食 品 添 加 物

医 薬 品 成 分

そ の 他
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５　大気測定グループ検査実施数

※

一

般

大

気

有

害

大

気

う
ち
委
託
分

ば

い

煙

臭

気

騒

音

・

振

動

う
ち
委
託
分

酸

性

雨

ア

ス

ベ

ス

ト

大

気

環

境

検 体 数 156 32 - 29 17 - 93 28 199 27 226

二 酸 化 硫 黄 等 *1 4,710 - -

浮 遊 粒 子 状 物 質 *2 4,317 - -

総 水 銀 4 4 4

ﾆ ｯ ｹ ﾙ 化 合 物 8 8 8

砒 素及 びそ の 化 合物 8 8 8

ﾍﾞﾘﾘｳﾑ及びその化合物 8 8 8

ﾏﾝｶ ﾞﾝ及びその化合物 8 8 8

ク ロム及びその化合物 8 8 8

テ ト ラ ク ロ ロ エ チ レ ン 24 24 24

ト リ ク ロ ロ エ チ レ ン 24 24 24

ベ ン ゼ ン 24 24 24

ジ ク ロ ロ メ タ ン 24 24 24

塩 化 ビ ニ ル モ ノ マ ー 24 24 24

1,3- ブ タ ジ エ ン 24 24 24

ア ク リ ロ ニ ト リ ル 24 24 24

ク ロ ロ ホ ル ム 24 24 24

1,2- ジ ク ロ ロ エ タ ン 24  24 24

塩 化 メ チ ル 24 24 24

ト ル エ ン 24 24 24

ベ ン ゾ [a] ピ レ ン 24 24 24

ホ ル ム ア ル デ ヒ ド 12 12 12

ア セ ト ア ル デ ヒ ド 12 12 12

酸 化 エ チ レ ン 8 8 8

エ チ ル ベ ン ゼ ン 等 *3 360 360

Ｃ Ｆ Ｃ 12 等 *4 264 264

4－エチルトルエン等*5 168 168

ダ イ オ キ シ ン 類 8 8 16 16

硫 黄 分 29 29 29

臭 気 指 数

ｐＨ 93 93 93

粉 じ ん

騒 音 ・ 振 動 17 10 27 27

ア ス ベ ス ト 28 28 3 　 31

項 目 数 合 計 9,027 372 (8) 29 17 (10) 93 28 539 795 1,334

※　一般大気検体数については、測定局数×測定月数を計上 1,316

*1　二酸化硫黄、二酸化窒素、オキシダント、一酸化炭素等のうち最大自動連続測定日数（合計には含めず）
*2　浮遊粒子状物質の自動連続測定日数（合計には含めず）

*3　有害大気汚染物質（優先取組物質を除く。）のうち、当所で分析可能な物質（15項目）

*4　主にＰＲＴＲ法の第一種指定化学物質に該当する物質のうち、当所で分析可能な物質（11項目）

*5　上記以外の揮発性有機化合物（7項目）

一般大気、委託分除く

合

計

小

計

調

査

研

究

臨時業務

騒

音

・

振

動

そ

の

他

経常業務

その他環境保全課関係

外

部

精

度

管

理

浜松市保健環境研究所年報　№22，2011

10



６　水質測定グループ検査実施数

  (1)  経常業務
廃棄物関係検査 環境・公害関係検査

（環境保全課）

飲

用

水

等

プ

ー

ル

水

浴

槽

水

放

流

水

浸

出

液

汚

泥

燃

え

殻

公

共

用

水

域

う
ち
委
託
分

事

業

場

排

水

地

下

水

う
ち
委
託
分

水

浴

場

う
ち
委
託
分

外
部
精
度

管

理

内
部
精
度

管

理
検 体 数 30 24 46 16 5 719 － 41 142 － 43 － 2 1,068

ｐ H 30 46 16 5 699 288 36 24 43 11 899

B O D 46 411 30 1 488

COD （ ろ 過 COD 含 む ） 46 759 288 2 43 11 1 851

T O C 30 1 31

SS(VSS 含 む ） 46 411 32 489

D O 695 288 695

有 機 物 等 30 24 54

濁 度 30 24 60 114

蒸 発 残 留 物

含 水 率 16 16

油 分 16 16

熱 し ゃ く 減 量 5 5

シ ア ン 17 16 138 12 7 33 211

全 窒 素 17 549 168 9 575

硝 酸 性 窒 素 17 456 266 25 22 520

亜 硝 酸 性 窒 素 17 456 266 25 22 520

硝酸性窒素および亜硝酸性窒素 456 266 22 478

ア ン モ ニ ア 性 窒 素 17 404 264 25 446

窒 素 等 *1 17 25 42

フ ッ 素 17 42 10 22 1 92

全 リ ン 17 549 168 9 575

リ ン 酸 態 リ ン 404 264 404

有 機 燐
塩 素 イ オ ン 46 505 288 551

ひ 素 17 16 5 136 14 2 11 187

セ レ ン 17 16 5 136 14 1 11 186

ホ ウ 素 17 42 6 22 87

亜 鉛 17 150 12 18 185

カ ド ミ ウ ム 17 16 5 144 14 1 11 194

水 銀 17 16 5 74 14 3 11 126

ア ル キ ル 水 銀
鉛 17 16 5 152 14 1 11 202

ク ロ ム 17 120 8 15 24 176

六 価 ク ロ ム 17 16 5 146 14 13 65 262

溶 解 性 マ ン ガ ン 17 17

溶 解 性 鉄 17 3 20

ニ ッ ケ ル 9 24 33

銅 17 120 8 11 24 172

フ ェ ノ ー ル 17 17

ト リ ク ロ ロエチレン等 *2 187 64 1540 154 11 804 2,606

総 ト リ ハ ロ メ タ ン 30 30

農 薬 *3 51 168 42 3 33 2 257

環 境 ホ ル モ ン 類 *4

ク ロ ロ フ ィ ル *5 72 72

環 境 生 物 検 査

P C B 6 6 6

1,4- ジ ｵ ｷ ｻ ﾝ 20 14 11 31

ダ イ オ キ シ ン 類 6 6 2 2 8

大 腸 菌 群 12 12 12

そ の 他 の 項 目
項 目 数 計 120 48 825 224 40 10,038 (3,172) 362 1,209 (2) 86 (22) 6 12,958  

*1：アンモニア性窒素、硝酸性窒素及び亜硝酸性窒素の総和 9,762

*2：ジクロロメタン，四塩化炭素，1,2-ジクロロエタン，1,1-ジクロロエチレン，1,2-ジクロロエチレン(ｼｽ-1,2-ジクロロエチレン，ﾄﾗﾝｽ-1,2-ジクロロエチレン)，　

　1,1,1-トリクロロエタン，1,1,2-トリクロロエタン，トリクロロエチレン，テトラクロロエチレン，1,3-ジクロロプロペン，ベンゼン

*3：シマジン，チウラム，チオベンカルブ　３項目　　

*4：環境ホルモン類　29項目（ﾌｪﾉｰﾙ類10、ﾌﾀﾙ酸ｴｽﾃﾙ類9、PCB10）　

*5：クロロフィルa,クロロフィルb,クロロフィルc　３項目　

委託分除く

合

計

飲用水・利用水等 その他

（産業廃棄物対策課）（生活衛生課）
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（２）　臨時業務

飲
用
水
等

プ
ー
ル
水

浴
槽
水

そ
の
他

放

流

水

浸

出

液

汚
泥

燃
え
殻

そ
の
他

公
共
用
水
域

事
業
場

地
下
水

そ
の
他

検 体 数 4 5 26 3 12 111 2 12 175
ｐ Ｈ 2 2 2 4 1 11
Ｂ Ｏ Ｄ 2 2 4 8
ＣＯＤ（ろ過ＣＯＤ含む） 1 1 2 4
Ｔ Ｏ Ｃ 1 1 2 4
Ｓ Ｓ ( Ｖ Ｓ Ｓ 含 む ） 2 2 4 8
Ｄ Ｏ 2 2
有 機 物 等

濁 度

蒸 発 残 留 物

含 水 率 1 1
油 分 1 1
熱 し ゃ く 減 量

シ ア ン

全 窒 素

硝 酸 性 窒 素

亜 硝 酸 性 窒 素

硝酸性窒素および亜硝酸性窒素

ア ン モ ニ ア 性 窒 素

窒 素 等 *1
フ ッ 素 5 2 7
全 リ ン

リ ン 酸 態 リ ン

有 機 燐
塩 素 イ オ ン

ひ 素 8 1 2 11
セ レ ン 6 1 2 9
ホ ウ 素 5 2 7
亜 鉛 5 1 6
カ ド ミ ウ ム 6 1 2 9
水 銀 5 2 7
ア ル キ ル 水 銀

鉛 15 1 8 3 2 29
ク ロ ム 5 1 6
六 価 ク ロ ム 6 1 2 9
溶 解 性 マ ン ガ ン 5 5
溶 解 性 鉄 6 6
ニ ッ ケ ル

銅 5 5
フ ェ ノ ー ル

トリクロロエチレン等 *2
総 ト リ ハ ロ メ タ ン

農 薬 *3 2 2
環 境 ホ ル モ ン 類 *4
ク ロ ロ フ ィ ル *5
環 境 生 物 検 査 12 12
Ｐ Ｃ Ｂ

1,4- ジ オ キ サ ン

ダ イ オ キ シ ン 類

大 腸 菌 群

そ の 他 の 項 目 6 10 133 188 337
項 目 数 計 14 10 222 15 24 192 17 12 506
*1：アンモニア性窒素、硝酸性窒素及び亜硝酸性窒素の総和

*3：シマジン，チウラム，チオベンカルブ　３項目　　

*4：環境ホルモン類　29項目（フェノール類10、フタル酸エステル類9、PCB10）　

*5：クロロフィルa,クロロフィルb,クロロフィルc　３項目　

*2：ジクロロメタン，四塩化炭素，1,2-ジクロロエタン，1,1-ジクロロエチレン，1,2-ジクロロエチレン(シス-1,2-ジクロロエチレン，トラン
ス-1,2-ジクロロエチレン)，1,1,1-トリクロロエタン，1,1,2-トリクロロエタン，トリクロロエチレン，テトラクロロエチレン，1,3-ジクロロ
プロペン，ベンゼン

環境・公害関係検査
合

計

調
査
・
研
究

飲用水・利用水等 廃棄物関係検査

そ
の
他
の
検
査
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７ 微生物検査の概要 

 

衛生関係では、生活衛生課から浴槽水、プール水などの水質検査、食中毒に係わる細菌やウイルス

検査のほか、市内食品業者の製造する食品を中心とした細菌学的検査依頼がある。保健予防課からは

腸管出血性大腸菌等の感染症病原菌検査のほか、健康相談等における梅毒反応検査やエイズ相談事業

によるＨＩＶ抗体検査を行っている。また、感染症発生動向調査に係わるインフルエンザ、感染性胃

腸炎等の検査を実施している。 

環境関係では、環境保全課から公共用水域や水浴場、事業場排水の細菌学的水質検査依頼があり、 

産業廃棄物対策課からは産業廃棄物処理場の浸出液の細菌学的水質検査依頼がある。 

 

７－１ 経常業務 

 
(1) 保健予防課関係 

1)感染症 

①感染症法に基づき届け出のあった感染症発生届に伴う病原体等 94 検体について、腸管出血 

性大腸菌および麻しん等の検査を行った。その結果、EHEC O157:H7、Measles virus genotype 

D9等が検出された（表－１）。 

 

表－１ 感染症発生届に伴う病原体等の検査結果 

検査検体 

検査項目 

生便 菌株 その他 

計 検出病原体等 

腸管出血性大腸菌

（EHEC）
54 (4) 10 (10)   64 (14)

O157:H7,VT1.VT2産生 (7) 

O157:H-,VT1.VT2産生 (5) 

O26:H11,VT1産生 (1) 

O26:H11,VT1.VT2産生 (1) 

溶血性連鎖球菌   2 (2）   2 (2)
Streptococcus dysgalactiae

subsp equisimilis（2） 

麻しん       28 (1) 28 (1) Measles virus genotype D9 

（ ）内は陽性数 
 
 

②感染症発生動向調査事業に基づく病原体定点等から搬入された検体の検査 

浜松市の感染症発生動向調査事業に基づいて病原体定点等から搬入された鼻咽頭拭い液、生

便等の検体について、インフルエンザ、感染性胃腸炎、急性脳炎、手足口病等のウイルス検

索を行った。その結果、Influenza virusが 194件検出されたほか、Adenovirus、Rotavirus、

Coxsackievirus等が検出された（表－２）。 

 

 

 

2)血液 

梅毒検査 731 件、ＨＩＶ抗体検査 828 件、クラミジア抗体検査 664 件、Ｃ型肝炎抗体検査 384

件、ＨＢｓ抗原検査754件を実施した。 
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表－２ 病原体定点等から搬入された検体の検査結果 
検査検体 

検査項目 
鼻咽頭 生便 その他 

計 検出病原体等 

インフルエンザ 210 (195) 1 （0） 1 (0) 212 (195)

Influenza virus AH3 (159) 

Influenza virus B (35) 

Respiratory syncytial virus (1)

Parainfluenza virus 3 (1) 

Rhinovirus (1) 

感染性胃腸炎   40 (21) 1 （0） 41 (21)

Norovirus GⅡ(9) 

Rotavirus group A (3) 

Sapovirus (4) 

Adenovirus 2 (1) 

Rhinovirus (5) 

Coxsackievirus A6 (1) 

Escherichia coli O1 (1) 

Escherichia coli O44 (1) 

Human bocavirus (2) 

急性脳炎 1 (0) 1 (1)   2 (1) Sapovirus (1) 

手足口病 12 (6) 2 （1）   14 (7)

Parainfluenza virus 3 (2) 

Parainfluenza virus 2 (1) 

Coxsackievirus A6 (2) 

Rhinovirus (3) 

Human bocavirus (1) 

Adenovirus ‒not typed (1) 

ヘルパンギーナ 8 (7) 2 (1)   10 (8)

Coxsackievirus A6 (1) 

Coxsackievirus A10 (1) 

Respiratory syncytial virus (2)

Parainfluenza virus 3 (1) 

Parvovirus B19 (1) 

Rhinovirus (4)    

咽頭結膜熱 21 (13) 10 (3) 4 （0） 35 (16)

Adenovirus 2 (1) 

Coxsackievirus B2 (1) 

Human metapneumovirus (2)   

Parainfluenza virus 3 (1) 

Rhinovirus (7) 

Parvovirus B19 (1) 

Respiratory syncytial virus (2)

Poliovirus 1 (1) 

Poliovirus 2 (1) 

無菌性髄膜炎 6 (0) 4 (1) 5 （2） 15 (3)

Echovirus 14 (1) 

Parainfluenza virus 3 (1) 

Mumpus virus (1) 

RS ｳｲﾙｽ感染症 10 （10）     10 (10) Respiratory syncytial virus (10)

流行性耳下腺炎 2 （0）     2 (0)  

百日咳 2 (1)     2 (1) Bordetella pertussis (1) 

細菌性髄膜炎 1 （1）   2 (2) 3 (3) Haemophilus Influenzaｂ (3) 

その他 2 (2)     2 (2) Human metapneumovirus (2) 

（ ）内は陽性数 
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(2) 食品等検査 

1)食品衛生法に基づく食品の規格検査等 

浜松市食品衛生監視指導計画に基づき、収去食品の規格検査や、食肉由来食中毒防止対策の

ための検査等を行った（表－３）。 

 

表－３ 食品の規格検査等の検査結果 

 
魚
介
類 

肉
卵
類 

乳
・
乳
製
品 

豆
類
加
工
品 

菓
子
類 

飲
料
水 

そ
の
他
の
食
品 

計 

検体数 31 42 21 10 16 10 29 159 

総菌数   2     2 

細菌数 17  16 10 16  10 69 

大腸菌群 14 2 19 10 16 10 17 78 

大腸菌 17 8  10   3 38 

乳酸菌数   3     3 

腸管出血性大腸菌Ｏ１５７       3 3 

腸管出血性大腸菌（O157を含む） 4 32 7 10    53 

黄色ブドウ球菌 14 8 7 10 16  10 65 

黄色ブドウ球菌エンテロトキシン   7     7 

サルモネラ 4 40   16   60 

腸炎ビブリオ 21       21 

セレウス菌   7 10    17 

ウエルシュ菌    10    10 

カンピロバクター  32      32 

リステリア  10      10 

クロストリジウム属菌  2      2 

腸球菌      2  2 

緑膿菌      2  2 

ノロウイルス 10       10 

Ａ型肝炎ウイルス 10       10 

Ｅ型肝炎ウイルス  5      5 

下痢性貝毒 10       10 

麻痺性貝毒 10       10 

アレルギー物質検査       12 12 

恒温試験       4 4 

細菌試験       4 4 
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2)その他の食品検査 

   弁当惣菜の検査 

市内の仕出し屋について、保存食の検査を行った（表－４）。その結果、大腸菌群、セレウス

菌が検出された。 

    

表－４ 弁当惣菜の検査結果 

検体数 60 (12) 

細菌数 60 (0) 

大腸菌群 60 (8) 

大腸菌 60 (0) 

腸管出血性大腸菌 60 (0) 

セレウス菌 60 (4) 

黄色ブドウ球菌 60 (0) 

サルモネラ 60 (0) 

カンピロバクター 60 (0) 

ウエルシュ菌 60 (0) 

                       （ ）内は陽性数 
 

 

 

(3) 環境等検査（表－５） 

1)利用水等 

①プール水の検査 

市内のプール30施設について、プール水の細菌学的検査を行った。 

 

②水浴場の検査 

市内の水浴場、海32件 河川13件について糞便性大腸菌群および腸管出血性大腸菌Ｏ１５７

の検査を行った。 

 

③浴槽水の検査 

市内の公衆浴場の浴槽水26件について、細菌学的検査を行った。 

 

 

2)廃棄物関係検査 

産業廃棄物（管理型）最終処分場における浸出液17検体について大腸菌群数の検査を行った。 

 

 

3)環境・公害関係検査（事業場排水および公共用水域の検査） 

水質関係立入検査における事業場排水 15 検体、および市内の公共用水域の 12 検体について、

大腸菌群数および糞便性大腸菌群数の検査を行った。 
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表－５ 環境等の検査結果 

利用水 
廃棄物

関係 
環境・公害関係

  
プ
ー
ル
水 

水
浴
場
（
海
） 

水
浴
場
（
河
川
） 

浴
槽
水 

浸
出
液 

事
業
場
排
水 

河
川
水 

検体数 30 32 13 26 17 15 12 

一般細菌 30             

大腸菌群       24       

大腸菌群数         17 15 12 

糞便性大腸菌群数   32 13      2 

大腸菌 30             

腸管出血性大腸菌Ｏ１５７   32 11         

レジオネラ       26       

 

 

 

 (4)その他の検査 

おしぼりの衛生検査 

飲食店等で提供されるおしぼりの衛生面での実態を把握するために、貸しおしぼり 16 件につ

いて、一般細菌数、大腸菌群、黄色ブドウ球菌の検査および官能検査を行った。 
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７－２ 臨時業務 

 
(1) 食中毒等 

平成23年度に検査依頼のあった食中毒・苦情等受付件数は28件であり、そのうち食中毒事件とな

った事例が４件あった（表－６、７）。 

    

表－６ 食中毒等の検査結果 

検査検体 
  

便・吐物 食品・水 ふきとり その他 
計 

検体数 233 (123) 26 (6) 121 (10) 5 (5) 385 (144)

赤痢菌 233 (0) 0 (0) 0 (0) 0 (0) 233 (0) 

チフス菌 233 (0) 26 (0) 121 (0) 0 (0) 380 (0) 

パラチフスＡ菌 233 (0) 26 (0) 121 (0) 0 (0) 380 (0) 

サルモネラ 233 (2) 26 (0) 121 (0) 2 (2) 382 (4) 

コレラ 158 (0) 26 (0) 121 (0) 0 (0) 305 (0) 

病原ビブリオ 158 (0) 26 (0) 121 (0) 0 (0) 305 (0) 

腸炎ビブリオ 158 (0) 26 (0) 121 (0) 0 (0) 305 (0) 

黄色ブドウ球菌 158 (10) 26 (0) 121 (3) 0 (0) 305 (13)

病原大腸菌 161 (42) 26 (0) 121 (1) 3 (3) 311 (46)

セレウス菌 158 (2) 26 (4) 121 (6) 0 (0) 305 (12)

カンピロバクター 158 (2) 26 (1) 121 (0) 0 (0) 305 (3) 

ウエルシュ菌 158 (9) 26 (0) 121 (0) 0 (0) 305 (9) 

エロモナス 158 (1) 26 (1) 121 (0) 0 (0) 305 (2) 

プレシオモナス 158 (0) 26 (0) 121 (0) 0 (0) 305 (0) 

エルシニア 158 (0) 0 (0) 0 (0) 0 (0) 158 (0) 

腸管出血性大腸菌Ｏ１５７ 233 (2) 26 (0) 121 (0) 0 (0) 380 (2) 

ノロウイルス 183 (81) 8 (0) 44 (0) 0 (0) 235 (81)

その他 21 (12) 5 (0) 10 (0) 0 (0) 36 (12)

（ ）内は陽性数 
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表－７ 食中毒事件の概要 

発生日 原因施設 原因食品 患者数 原因物質 概要 

平成23年 7月18日 食堂 オムライス 5名 
サルモネラ    

エンテリティディス

7月17日に、飲食店でオムラ

イスを喫食した 5 人中 5 人

が、発熱、下痢等を発症し

た。 

平成23年 10月 22日 食堂 会食料理 55名 ノロウイルス（ＧⅡ）

10月22日、23日に、飲食店

で会食した70人中55人が、

発熱、下痢等を発症した。 

平成23年 12月 12日 すし屋 会食料理 32名 ノロウイルス（ＧⅡ）

12月 11日から 15日にかけ

て、すし屋で会食した 54人

中32人が、嘔吐、下痢等を

発症した。 

平成24年 3月3日 食堂 会食料理 37名 ノロウイルス（ＧⅡ）

3月3日に、飲食店で会食し

た 55人中37人が下痢、発

熱、嘔吐等を発症した。 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

浜松市保健環境研究所年報　№22，2011

19



７－３ その他 
 (1)インフルエンザ菌および肺炎球菌の血清型別調査 

 
髄膜炎の起因菌であるインフルエンザ菌と肺炎球菌の感染実態の把握目的で、小児呼吸器疾患の患

者より分離された両菌について市内医療機関より菌株の提供を受け、莢膜抗原の型や遺伝子検査を

行い、両菌の性状を調査した。 
 

髄膜炎起因菌 検体数 同定 
血清型別 

(莢膜抗原型別) 
ＰＣＲ 

インフルエンザ菌 25 24 24  

肺炎球菌 16 13 13 13 

 

 

 

(2)平成23年度調査・研究一覧 

 

細菌検査関係 発表・掲載等 

腸管凝集性大腸菌O126:H27による有症苦情事例について 

第24回地方衛生研究所全国協議会

関東甲信静支部細菌研究部会 

 

病原微生物検出情報(IASR)2012年

1月号 

通常検査では分離が困難であったウェルシュ菌による有症事例

について 
所内研究発表会 

浜松市で分離された腸管出血性大腸菌の遺伝子解析等について 所内研究発表会 

麻痺性貝毒検査におけるELISA法検査キットの有用性について 所内研究発表会 

 
 

ウイルス検査関係 発表・掲載等 

浜松市におけるサポウイルス検出事例 
第 26 回地方衛生研究所全国協議会

関東甲信静支部ウイルス研究部会 

浜松市における麻しん疑い事例の検査状況報告 所内研究発表会 
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８ 食品分析の概要 
 
 食品関係では、農産物・畜産物中の残留農薬や鮮魚介類・食肉中の動物用医薬品、加工食

品中の食品添加物及び魚介類のＰＣＢ・水銀等の有害汚染物質の検査を実施している。最近

検出事例が増加している健康食品中の医薬品成分の検査も実施している。 

また平成 23年 3月 11日の福島原発の事故に伴う食品中の放射能検査を11月より実施して

いる。 

家庭用品関係では、衣類中のホルムアルデヒドや家庭用洗浄剤等の検査を実施している。 

これらの試験検査や調査研究を通して、食の安心・安全と家庭用品の安全確保に努めてい

る。 

 

８－１ 経常業務 

 

(1) 食品添加物 

 1)保存料（ソルビン酸、安息香酸、デヒドロ酢酸、パラオキシ安息香酸エステル類） 

表－１のとおり検査した結果、全て基準値未満であった。 

 

表－１ 保存料の検査検体数 

 魚肉ね

り製品 

食肉

製品
煮豆 佃煮

輸入

食品
漬物 調味料 

清涼

飲料水

ソルビン酸 4 10 7 7 10 9 10 10 

安息香酸 ― ― ―  ― ― 10 10 

デヒドロ酢酸 ― ― ―  ― ― ― ― 

パラオキシ安息

香酸エステル類 
― ― ― 

 
― ― 10 10 

 

 

2)発色剤（亜硝酸根） 

魚肉ねり製品 4検体及び食肉製品 10 検体について検査した結果、表示のない食肉製品 1

検体から定量下限値を超えて検出された。 

  

3)漂白剤（二酸化硫黄） 

魚肉ねり製品 4 検体、生あん（白あん）4 検体、煮豆 1 検体、漬物 9 検体及び割り箸 5

検体について検査した結果、全て基準値未満であった。（割り箸は全て輸入検体） 

 

4)酸化防止剤（ＢＨＡ、ＢＨＴ、ＴＢＨＱ、没食子酸プロピル） 

輸入食品 17 検体について検査した結果、全て定量下限値未満であった。 

 

5)甘味料 

表－２のとおり検査した結果、全て基準値未満であった。 

 

 

 

 

浜松市保健環境研究所年報　№22，2011

21



表－２ 甘味料の検体数 

 
魚肉ね

り製品 

食肉

製品 

乳飲料

発酵乳

煮豆 

佃煮 

ｱｲｽｸﾘｰﾑ

類・氷菓

輸入

食品 
漬物 調味料

清涼  

飲料水

サッカリンナトリウム 4 10 5 7 9 17 9 10 6 

アスパルテーム ― ― 5 ― ― 17 ― ― 6 

アセスルファムカリウ

ム 
― ― 5 ― 9 

17 9 ― 6 

スクラロース ― ― 5 ― 9 17 ― ― 6 

サイクラミン酸 ― ― 5 ― ― 17 9 ― 6 不 許 可

甘味料 ズルチン ― ― 5 ― ― 17 9 ― 6 

 

6)合成着色料（許可着色料 11 種） 

佃煮 1 検体、食肉製品 1 検体、漬物 2 検体、氷菓 3 検体及び清涼飲料水 1 検体について

検査した結果、全て適正であった。 

 

7)品質保持剤（プロピレングリコール） 

 めん類 10 検体について検査した結果、全て基準値未満であった。 

 

8)防かび剤（イマザリル、オルトフェニルフェノール、ジフェニル、チアベンダゾール） 

オレンジ 1 検体、グレープフルーツ 3 検体及びレモン 1 検体について検査した結果、全

て基準値未満であった。（全て輸入食品） 

 

 

(2) 牛乳等規格検査 

生乳 2 検体、牛乳 4 検体、加工乳 1 検体及び発酵乳 3 検体について比重、酸度、乳脂肪及

び無脂乳固形分の各規格基準設定項目を検査した結果、全て基準値未満であった。 

 

 

(3) シアン化合物 

生あん（白あん）4検体及びシアン含有豆（原料のベビーライマ豆等）4検体について検査

した結果、全て基準値未満であった。（シアン含有豆は全て輸入検体） 

 

 

(4) 残留動物用医薬品（抗生物質、合成抗菌剤等） 

表－３のとおり検査した結果、全て基準値未満であった。 

 

表－３ 動物用医薬品の検体数 

 牛肉 豚肉 鶏肉 
輸入 

食肉 
魚介類 牛乳等 

オキシテトラサイクリン類 20 20 10 6 14 7 

合成抗菌剤 等 20 20 10 6 9 7 

マラカイトグリーン － － － － 4 － 

検体数×項目数 400 400 200 228 378 301 

 

浜松市保健環境研究所年報　№22，2011

22



(5) 残留農薬 

表－４のとおり、農産物 62 検体及び畜産物 10 検体について検査した結果、すべて基準

値未満であった。 

 

表－４ 残留農薬の検体数、項目数及び検出農薬 

検体名 産地 検体数 項目数 検出農薬 

浜松市 1 199 ― 
トマト 

静岡県 3 199 ｸﾛﾁｱﾆｼﾞﾝ 

浜松市 3 198 ― 
じゃがいも 

県外 1 198 ― 

ミニトマト 浜松市 6 199 
ｱｾﾀﾐﾌﾟﾘﾄﾞ、ｴﾄﾌｪﾝﾌﾟﾛｯｸｽ、ﾃﾌﾙﾍﾞﾝｽﾞﾛﾝ、

ﾎﾞｽｶﾘﾄﾞ 

モロヘイヤ 浜松市 5 202 ― 

かんしょ 浜松市 10 199 ― 

みかん 浜松市 12 199 ｸﾚｿｷｼﾑﾒﾁﾙ、ｼｱｿﾞﾌｧﾐﾄﾞ 

大根 浜松市 5 200 ― 

静岡県 4 200 ― 
レタス 

県外 1 200 ― 

芽キャベツ 浜松市 7 198 ― 

いちご 浜松市 4 197 

ｱｿﾞｷｼｽﾄﾛﾋﾞﾝ、ｸﾚｿｷｼﾑﾒﾁﾙ、ｼﾞﾌｪﾉｺﾅｿﾞｰﾙ、

ﾋﾞﾃﾙﾀﾉｰﾙ、ﾌﾙｼﾞｵｷｿﾆﾙ、ﾍｷｼﾁｱｿﾞｸｽ、

ﾙﾌｪﾇﾛﾝ 

浜松市 1 23 ― 

静岡県 1 23 ― 牛乳 

県外 3 23 ― 

浜松市 4 13 ― 
食肉 牛肉 

静岡県 1 13 ― 

 

 (6) ＰＣＢ・水銀・有機スズ 

   表－５のとおりＰＣＢ及び総水銀を検査した結果、暫定的規制値を超える検体はなかっ

た。また、有機スズ化合物の検査も行った。 

 

表－５ ＰＣＢ・総水銀・有機スズの検体数 

 鮮魚 うなぎ 生乳・牛乳 

ＰＣＢ 5 － 4 

総水銀 5 2 － 

有機スズ 5 － － 

 

(7) 重金属類（カドミウム、鉛、ヒ素、スズ） 

清涼飲料水 10 検体についてカドミウム、鉛、ヒ素、スズを検査した結果、全て検出され

なかった。 

容器・包装 4 検体について溶出試験及び材質試験（カドミウム、鉛）を行った結果、全

て定量下限値未満であった。 
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(8)  アフラトキシン（Ｂ１、Ｂ２、Ｇ１、Ｇ２） 

輸入ナッツ類 5検体について検査した結果、全て検出されなかった。 

 

 

(9)  パツリン 

りんごジュース 5検体について検査した結果、全て定量下限値未満であった。 

 

 

(10) 放射能（放射性ヨウ素 I-131、放射性セシウム Cs-134,137） 

  平成 23 年 3 月 11 日の福島原発の事故に伴う食品中の放射能検査を表－６のとおり実施

した結果、すべて暫定規制値未満であった。 

 

表－６ 放射能の検体数 

名 称 流通食品 給食食材 

魚介類及びその加工品 7 4 

肉卵類及びその加工品 13 0 

乳及び乳製品 11 4 

穀類及びその加工品 5 0 

果実類 2 5 

野菜 22 41 

飲料水 0 1 

その他の食品 0 5 

合 計 60 60 

 

 

(11) 健康食品 

  ダイエット効果を標榜する健康食品 3検体について医薬品成分（向精神薬等 14 項目）を

検査した結果、全て定量下限値未満であった。 

強壮効果を標榜する健康食品 2 検体について医薬品成分（シルデナフィル及び類似成分

7項目）を検査した結果、全て定量下限値未満であった。 

 

 

(12) 家庭用品 

  家庭用洗浄剤 5 検体について漏水試験、落下試験、圧縮変形試験、耐アルカリ性試験及

び酸消費量を検査した結果、全て基準に適合した。 

繊維製品についてホルムアルデヒド 7 検体、ディルドリン 5 検体の検査を行った結果、

全て定量下限値未満であった。 
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８－２ 臨時業務 

 

 苦情及び突発事例として表－７に示すように 1 件（3 検体）の臨時検査を行った。真つぶ

貝からテトラミンが検出された（表－７下線部）。 

 

表－７ 苦情内容と検査項目 

苦情・突発事例概要 検体名 検体数 検査項目 結果 

真つぶ貝を喫食したと

ころ、中毒症状がでた 
真つぶ貝 3 テトラミン 0.14～0.94mg/g 検出 

 

 

８－３ その他 

 

調査研究については、 

①うなぎにおけるマラカイトグリーン試験法の妥当性評価 

②浜松市における食品放射能検査について 

③巻貝のテトラミン検出事例について 

④動物用医薬品の検査項目について 

⑤食肉中のベンジルペニシリン検査法の検討 

⑥残留農薬・動物用医薬品の妥当性評価 
⑦LC/MS/MS を用いた農薬・動物用医薬品測定条件の検討 
⑧新規動物用医薬品検査項目の検討 

⑨新規残留農薬検査項目の検討 

を行った。 

 

①については第 48 全国衛生化学技術協議会年会総会、②③については第 48 回静岡県公

衆衛生研究会、④⑤については平成 23 年度所内研究発表会において、それぞれ発表した（①

～④「Ⅲ調査研究業務」に掲載）。 
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９ 大気測定の概要 
 
 環境保全関係では、大気環境の常時監視及び有害大気汚染物質、酸性雨、ばい煙（重油中

の硫黄分）、悪臭（臭気指数）、騒音等の測定を実施している。 
廃棄物関係では、産業廃棄物処分場周辺の繊維状物質濃度及び揮発性有機化合物濃度の測

定を実施している。 
公共建築関係では、公共施設における室内環境中の繊維状物質濃度の測定を実施している。 

 

９－１ 経常業務 
 
(1) 大気環境の常時監視 

大気汚染防止法第 20 条（自動車排出ガスの濃度測定）及び第 22 条（大気汚染状況の

常時監視）に基づき、10 ヶ所の一般環境大気測定局及び 3 ヶ所の自動車排出ガス測定局

の計 13 ヶ所の測定局で、大気自動測定機により表－１に示す項目の測定を行っている。 

   各測定局の測定データは、専用 ISDN 回線にて当研究所の情報処理室へ常時伝送され、

コンピュータでデータ処理・監視を行っている（浜松市大気汚染監視システム）。 

 

表―１ 常時監視測定項目 

測定項目 

設置場所 二酸化 

硫黄 

浮遊 

粒子状

物質 

光化学

オキシ

ダント

窒素 

酸化物

炭化 

水素 

一酸化 

炭素 

風向 

風速 

気象 

観測 

中央測定局 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 

東部測定局  ○ ○    ○  

東南部測定局 ○ ○ ○ ○ ○  ○  

西南部測定局 ○ ○ ○ ○   ○  

西部測定局 ○ ○ ○ ○ ○  ○  

北部測定局 ○ ○ ○ ○ ○  ○  

東北部測定局  ○ ○ ○   ○  

西北部測定局 ○ ○ ○ ○   ○  

浜北測定局 ○ ○ ○ ○   ○  

引佐測定局   ○    ○  

R-152 測定局  ○  ○  ○   

R-257 測定局  ○  ○ ○ ○   

R-150 測定局  ○  ○ ○ ○   

 

平成 23 年度の環境基準達成状況は、長期的評価において二酸化硫黄、二酸化窒素、一酸化

炭素、浮遊粒子状物質は達成することができたが、光化学オキシダントについては達成する

ことができなかった。また、5月から 9月にかけて光化学オキシダント監視強化体制を執った

が、注意報の発令はなかった。 
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(2) 有害大気汚染物質測定 

「有害大気汚染物質」に該当する可能性のある物質 248 種類のうち、優先取組物質とし

て 23 種類がリストアップされている。当研究所では、大気汚染防止法第 22 条及び有害大

気汚染物質モニタリング指針に基づき、優先取組物質のうち表－２に示す 21 物質につい

て、毎月 1回（ホルムアルデヒド、アセトアルデヒドについては年 6回；水銀及びその化

合物については年 2回；重金属、酸化エチレンは年 4回）、市内 2ヶ所において 24 時間採

気し、大気中濃度を測定している。 

自動車排出ガス測定局（伝馬町交差点）・一般環境大気測定局（葵が丘小学校）とも、

年間を通じて、塩化メチル、ベンゼン、トルエン、ジクロロメタンの値が高かった。ま

 

 表－２ 有害大気汚染物質測定結果 単位：（μg/m3）

№ 調査項目 伝馬町交差点 葵が丘小学校 基準値 

1  塩化メチル 1.5 ～ 3.1 1.6 ～ 3.4 － － 

2  塩化ビニルモノマー 0.0070 ～ 0.030 0.0070 ～ 0.030 10 ※1 

3  1，3-ブタジエン 0.15 ～ 0.59 0.016 ～ 0.10 2.5 ※1 

4  ジクロロメタン 0.72 ～ 3.2 0.55 ～ 8.9 150  

5  アクリロニトリル 0.050 ～ 0.16 0.027 ～ 0.12 2 ※1 

6  クロロホルム 0.059 ～ 0.21 0.010 ～ 0.21 18 ※1 

7  1，2-ジクロロエタン 0.020 ～ 0.26 0.020 ～ 0.32 1.6 ※1 

8  ベンゼン 0.96 ～ 3.4 0.30 ～ 1.7 3  

9  トリクロロエチレン 0.035 ～ 0.30 0.013 ～ 0.23 200  

10  トルエン 6.3 ～ 24 2.3 ～ 10 260 ※2 

11  テトラクロロエチレン 0.015 ～ 0.22 0.015 ～ 1.1 200  

12  ベンゾ[a]ピレン 
0.000021 ～ 

0.00031 

0.0000082 ～ 

0.00028 
0.00011 ※3 

13  ホルムアルデヒド 2.3 ～ 4.9 1.4 ～ 4.7 0.8 ※2 

14  アセトアルデヒド 1.3 ～ 3.4 1.4 ～ 5.5 5 ※2 

15 水銀及びその化合物 0.0018 ～ 0.0023 0.0018 ～ 0.0022 0.04 ※1 

16 ベリリウム 
0.000013 ～ 

0.00024

0.0000075 ～ 

 0.000069 
0.004 ※2 

17 クロム化合物 0.0031 ～ 0.020 0.0031 ～ 0.011 0.0008 ※2,4

18 マンガン 0.010 ～ 0.022 0.0065 ～ 0.058 0.15 ※3 

19 ニッケル 0.0020～0.010 0.0053～0.0058 0.025 ※1 

20 ひ素 0.00027 ～ 0.0012 0.00027 ～ 0.0026 0.002 ※2 

21 酸化エチレン 0.0063 ～ 0.036 0.0043 ～ 0.026 －  

基準値 ：※1 指針値 ：※2 EPA 発がん性 10-5リスク濃度 

 ：※3 WHO 欧州事務局ガイドライン濃度 ：※4 六価クロムの基準値 
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た、自動車排ガスの影響度の強いベンゼン、1,3‐ブタジエン、ベンゾ[a]ピレンでは年

間を通じ、伝馬町交差点の方が、葵が丘小学校より高い傾向にあった。 

(3) 酸性雨 
当研究所危険物庫屋上における平成 23 年度は 93 降雨あった。そのうち、初期降雨のｐ

Ｈ測定結果を表－３に示す。 

 

表－３ 酸性雨の測定結果（ pH ） 

月 測定回数 ｐＨ≦3.5 3.5＜ｐＨ＜5.6 ｐＨ≧5.6 最小値 

4 7 0 7 0 3.7 

5 12 1 11 0 3.5 

6 11 0 11 0 3.7 

7 10 0 10 0 3.9 

8 9 0 9 0 3.6 

9 14 0 13 1 4.4 

10 欠測 

11 6 0 6 0 4.5 

12 2 0 1 1 4.5 

1 6 0 3 3 4.6 

2 8 0 8 0 3.9 

3 8 0 8 0 3.9 

合計 93 1 87 5 3.5 

 

酸性雨であるｐＨ 5.6 未満の降雨は、93 降雨中 88 降雨と非常に多く、出現率は 94.6％

であった。なお、人体被害が生じるおそれのある ｐＨ 3.5 以下の降雨については、5 月

31 日に一度観測されたのみであった。 

(4) 重油中の硫黄分測定 
大気汚染防止法及び静岡県生活環境の保全等に関する条例に基づく、ばい煙発生事業場

が使用している重油 29 検体の硫黄分を測定した。 

(5) 騒音測定 

騒音規制法第 18 条（常時監視）に基づき、自動車騒音について、市内 3地点の現況調

査による 17 区間の面的評価を、業者委託により行なった。 

また、「航空機騒音に係る環境基準について(平成12年環境庁告示第78号)」に基づき、

航空自衛隊浜松基地周辺の航空機による騒音の実態を把握するために、業者委託により 2

地点で年 2回の測定を行なった。 

新幹線鉄道騒音及び振動について、「新幹線鉄道騒音に係る環境基準について（平成 12

年環境庁告示第 78 号）」及び振動対策に係る指針の達成状況を把握するために、年 1回、

1地点で騒音振動調査を行った。また、本年度は環境省委託事業として、「平成 23 年度東
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海道新幹線鉄道騒音に係る環境基準達成状況調査（浜松市）」を、市内 4 地点で実施し、

報告した。 

(6) 大気環境中の繊維状物質濃度測定 

アスベストモニタリングマニュアル（第 3 版）に基づき、産業廃棄物処分場周辺における

大気環境中の繊維状物質濃度の測定を 12 検体実施した。 

(7) 室内環境中の繊維状物質濃度測定 

   公民館等の公共施設における室内環境中の繊維状物質濃度の測定を 16 検体実施した。 

 

９－２ その他 

 

調査研究では、市内の 2地点における大気環境中の揮発性有機化合物濃度について毎月モ

ニタリング調査を行った。また、環境中のアスベストのモニタリング調査として、研究所敷

地内において、年 3回の測定も行った。 

平成 23 年度所内調査・研究発表会において、以下の 2題について発表を行った。 

①ＰＭ2.5 について（浮遊粒子状物質調査会議合同調査結果報告） 

②保健環境研究所敷地内の環境放射線量測定について 

（①、②ともに「Ⅲ調査研究業務」に掲載） 

 関東地方環境対策推進本部大気環境部会における浮遊粒子状物質調査会議に参加し、年 1 回

（夏季）の微小粒子状物質（PM2.5）のサンプリング等を行った。 
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１０ 水質測定の概要 
 
 生活衛生関係では、プール水や浴槽水の水質測定を実施している。 

 環境保全関係では、市内を流れる主要河川や佐鳴湖等の公共用水域、事業場排水、地下水、浜

名湖等の水浴場の測定を実施している。 

廃棄物関係では、汚泥・燃え殻等の産業廃棄物の溶出試験や埋立地浸出水等の測定を実施して

いる。 

 

 １０－１ 経常業務 
 
(1) 生活衛生関係  

1) プール水 

浜松市遊泳用プール衛生管理指導要綱（浜松市告示第 65 号、平成 20 年 2 月 19 日）に基づき、

公営及び民営のプール水 30 検体について、ｐＨ、濁度、有機物等、総トリハロメタンの測定を

行った。 

2) 浴槽水 

静岡県公衆浴場法施行条例（静岡県条例第 37 号、平成 18 年 3 月 24 日）に基づき、公衆浴場

の浴槽水 24 検体について、濁度、有機物等の測定を行った。 

  
(2) 環境、廃棄物関係 

  1) 公共用水域 

  公共用水域の水質を把握するために、静岡県公共用水域水質測定計画等に基づき、河川・湖

沼として、浜名湖水域 44 地点、馬込川水域 14 地点、天竜川水域 11 地点（うち環境基準点 6地

点）の 425 検体について、生活環境項目、健康項目等の測定を行った。さらに、海域である浜

名湖 7地点、遠州灘 2地点（全て環境基準点）の 288 検体については、測定を業務委託した。 

  また、ダイオキシン類対策特別措置法に基づき、水環境中ダイオキシン類濃度の実態とその

挙動を把握するため、河川、湖沼 3 検体および河川、湖沼底質 3 検体の測定を業務委託により

行った。 

2) 事業場排水 

 事業場排水の測定は、水質汚濁防止法及び静岡県生活環境の保全等に関する条例に基づく特

定事業場に対して、環境保全課職員及び各区役所まちづくり推進課職員と共に立入検査を行い、

当研究所にて測定を行った。平成 23 年度は 41 検体実施した。 

3) 地下水 

 六価クロム等の重金属類やトリクロロエチレン等の揮発性有機塩素化合物（ＶＯＣ）による地

下水汚染状況を調査するために、「静岡県公共用水域水質測定計画」に基づいて、142 検体の地

下水の測定を実施した。その内訳は、市域を 10ｋｍのメッシュに区切り、毎年数箇所ずつを選

定して調査する環境モニタリング 11 検体、及び、過去に土壌、地下水汚染の報告のあった地域
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を調査する定点モニタリング等 129 検体である。 

 さらに、ダイオキシン類対策特別措置法に基づき、2検体の地下水についてダイオキシン類の

測定を業務委託により行った。 

4) 水浴場 

環境省水・大気環境局水環境課長の「水浴に供される公共用水域の水質調査結果等の報告に

ついて」（環水大水発第 110310001 号、平成 23 年 3 月 10 日）に基づき、市内の海水浴場 4ヶ所

（村櫛、舘山寺、弁天島及び裏弁天）、32 検体についてｐＨ、ＣＯＤの検査を行った。河川につ

いては遊泳等許可区域（都田川、大千瀬川、気田川及び阿多古川）、11 検体の測定を業務委託に

より行った。 

5) 浸出液・放流水 

  廃棄物の処理及び清掃に関する法律に基づき、産業廃棄物最終処分場における浸出液及び放

流水 46 検体についてｐＨ、ＣＯＤや有害物質等の測定を行った。 

6) 汚泥・燃え殻 

 廃棄物の処理及び清掃に関する法律に基づき、汚泥 16 検体、燃え殻 5 検体の溶出試験を行っ

た。 

 

１０－２ 臨時業務 

 

 公共用水域 26 検体、事業場排水 3 検体、地下水 12 検体、廃棄物関係 9 検体、その他 2 検体

の臨時検査を実施した。水質測定グループが受けた主な臨時検査については、表－１を参照。 

その中で、魚へい死事故による原因究明のための農薬スクリーニングや残留塩素の水質検査

を 2回実施したが、へい死の原因については不明であった。 

廃鉱山からの排出水の監視ではカドミウム、鉛、亜鉛等の金属類の測定を行った。 

その他の例として、一般廃棄物処理場の溶融スラグの溶出試験や含有試験、一般廃棄物最終

処分場の使用廃止に伴う試験、クレー射撃場周辺の鉛溶出調査を行った。 

また、平成 23 年度は環境中の放射線濃度の測定や空間線量率の測定依頼があった。水質測定

グループが受けた主な放射線測定検査については表－２を参照。 

その中で、水浴場の放射線濃度測定では、すべて検出限界値(10Bq/L)未満であった。また空

間線量率の測定では特に高い値は検出されなかった。産業廃棄物処分場から排出される燃え殻

の放射線濃度測定では、一部の検体でセシウムが検出限界値(10Bq/kg)を超えて検出されたが、

すべて指定基準値未満であった。一般廃棄物最終処分場浸出液の放射線濃度測定ではすべての

検体で検出限界値(10Bq/L)未満であった。 

 その他に、市内公共用水域等の着色水の色の測定など 111 検体の測定を行った。 
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表－１ 主な水質等臨時検査 

 依頼内容 検体数 
（項目数）

検査項目 備考 

事業場排水調査 1 
(4) 

ｐＨ、ＳＳ、ＴＯＣ、
ＢＯＤ 

すべて基準値内 

公共用水域、 
事業場排水 

2 
（12） 

重金属類 
公共用水域に流入した赤水の原因
調査 

事業場排水調査 1 
(4) 

ｐＨ、ＳＳ、ＢＯＤ、
ＣＯＤ 

すべて基準値内 

環
境
保
全
課 
 
湖沼底泥調査 1 

（2） 
ｐＨ、硫化物 湖沼底泥の状態調査 

南区 
公共用水域調査 

1 
（2） 

総鉄、油分 公共用水域の油膜状物質の調査 

北区 
公共用水域調査 

1 
（4） 

ｐＨ、ＤＯ、農薬スク
リーニング、残留塩素

魚へい死事故。原因不明 

天竜区 
公共用水域調査 

5 
（65） 

重金属類 廃鉱山からの排出水の監視 

区
役
所
ま
ち
づ
く
り
推
進
課 

東区 
公共用水域調査 

1 
（3） 

ｐＨ、ＤＯ、農薬スク
リーニング 

魚へい死事故。原因不明 

西部清掃工場溶融
スラグ (溶出、成
分) 

2 
（17） 

Ｃｄ、Ｐｂ、Ｃｒ(Ⅵ)、
Ｓｅ、Ａｓ、Ｈｇ、Ｆ、
Ｂ、含水率 

すべて基準値内 

一般廃棄物最終処

分場の浸出液及び

周辺地下水調査 

6 

(24) 

ｐＨ、ＣＯＤ、ＢＯＤ、

ＳＳ 

一般廃棄物最終処分場の使用廃止

に伴う調査。 
すべて基準値以内 

そ
の
他
の
課
に
よ
る
依
頼 

クレー射撃場周辺

鉛溶出調査 
20 

(20) 
Ｐｂ 

クレー射撃場で使用される鉛の周

辺環境への影響調査。 
水質環境基準等の基準値以内 

 
表－２ 主な放射線測定検査 

 
依頼内容 検体数 

（項目数）
検査項目 備考 

水浴場の放射線濃
度測定 

4 
（12） 

Ｉ－１３１、 
Ｃｅ－１３４、 
Ｃｅ－１３７ 

すべて検出限界値以下 
環
境
保
全
課 

水浴場の空間線量
率測定 

4 
(12) 

空間線量率 
(1cm,50cm,100cm) 

特に問題なし 

産
業
廃
棄
物
対
策
課 

産業廃棄物処分場
から排出される燃
え殻の放射線濃度
測定 

5 
（10） 

Ｃｅ－１３４、 
Ｃｅ－１３７ 
 

すべて指定廃棄物の基準値内 

そ

の

他

課 

一般廃棄物最終処

分場浸出液の放射

線濃度調査 

2 

(6) 

Ｉ－１３１、 
Ｃｅ－１３４、 
Ｃｅ－１３７ 

すべて検出限界値以下 
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１０－３ その他 

調査研究については、 

①浜名湖における水質特性について  

②ヘッドスペース GC/MS 法による塩化ビニルモノマーの分析方法の検討  

③オキシン銅の測定 

④ICP-MS による金属測定について 

⑤BOD 植種液の検討 

を行った。 

①については、平成 23 年度全国環境研協議会関東甲信静支部水質専門部会において、②～⑤

については、平成 23 年度所内研究発表会において、それぞれ発表した。 

また、①～⑤については、「Ⅲ調査研究業務」に掲載。 
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腸管凝集性大腸菌 O126:H27による有症苦情事例について 
―第 24 回地方衛生研究所全国協議会関東甲信静支部細菌研究部会発表― 

浜松市保健環境研究所 
○土屋祐司 秦なな 加藤和子 紅野芳典 小粥敏弘 小杉国宏 

 
【はじめに】 
 腸管凝集性大腸菌（EAggEC）は下痢原性大腸菌のうち最も新しく分類されたカテゴリー
であり、「既知の毒素を産生せず、培養細胞に凝集性付着を示す」大腸菌と定義され、その多

くは耐熱性腸管毒素（EAST-1）を産生する。この細菌は東南アジアなどの途上国においてよ
く検出され、国内では当該国への旅行者における散発事例が報告されているが、集団発生事

例はあまり発生していない。今回、浜松市内の飲食店で発生した有症苦情事例の患者から分

離されたE.coli O126:H27を精査した結果、基質特異性拡張型β－ラクタマーゼ（ESBL）産
生性EAggECであることが判明したため、その概要を報告する。 
 
【事件の概要】 
2011年4月21日19時頃、浜松市内の飲食店において宴会料理を喫食した23人中19人が、当日
19時30分から4月24日17時にかけて水様性下痢、腹痛、嘔吐などの症状を呈し、うち2人が受
診した。病院での検査の結果、受診した患者2人からE.coli O126が分離されたとの報告があ
った。保健所による調査の結果、患者の共通食はこの飲食店での食事のみであり、加えて当

日この飲食店で食事をしたのはこのグループのみで、他に苦情等の届出はなかった。 
 
【材料および方法】 
 検査材料：患者便3検体、病院から搬入されたE.coli O126菌株2検体、飲食店従事者便3検
体、食品1検体、拭き取り検体10検体、計19検体について調査した。 
 菌分離：患者菌株を除く17検体は、常法に従い食中毒菌全般について検査を行った。分離
された大腸菌を疑う菌株および患者菌株については、生化学的性状を確認後病原大腸菌免疫

血清（デンカ生研）で血清型を決定した。 
 病原性関連遺伝子の検出：分離されたE.coli O126:H27について、病原性関連遺伝子（invE、
STp、STh、LT、VT1、VT2、astA）、および細胞付着関連遺伝子（eaeA、aggR）をPCR法
にて検査した。 
 Clump 形成試験：Albert MJ らの方法 1)に準じて実施した。 
 HEp-2 細胞付着試験：Haider K らの方法 2)に準じて実施した。 
 ESBL 産生性確認試験：国際臨床標準化委員会（CLSI）に準拠した方法にて実施した。使
用薬剤ディスクは、CPX、CTX および CAZ の薬剤感受性試験用ディスク（栄研化学）、およ
びそれぞれにクラブラン酸 10μg を添加した CPXC、CTXC および CAZC（栄研化学）の 6
種類を用いた。ESBL 産生菌の判定は、CPX、CTX および CAZ のいずれか 1 種類以上に耐
性を示し、かつクラブラン酸添加のディスクにおいて阻止円直径に 5mm 以上の差が認めら

れたものを陽性とした。また、それぞれの薬剤について Etest（シスメクッス・ビオメリュ
ー）を用いて MIC 値を測定した。 
 PCR 法による ESBL 産生遺伝子の検出：ディスク法にて ESBL 産生菌と判定された菌株
について、ESBL 産生遺伝子（blaTEM、blaSHV、blaCTX-M-1、blaCTX-M-2、blaCTX-M-9、blaCMY-1、

blaCMY-2、blaPSE-1）の検出を行った。さらに、検出された遺伝子はダイレクトシークエンス

法により塩基配列を決定し、BLAST 検索により遺伝子型を調べた。 
 パルスフィールドゲル電気泳動（PFGE）による遺伝子解析：制限酵素 XbaⅠを用いて解
析を行った。 
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【結果】 
 検査の結果、患者便 3 検体、患者菌株 2 検体および従事者
便 1 検体より E.coli O126:H27 が分離され、患者便 1 検体か
ら黄色ブドウ球菌が検出されたほかは、既知の食中毒菌は分

離されなかった。分離された E.coli O126:H27 6 株は、PCR
法により aggR 遺伝子および astA 遺伝子が検出され、いずれ
も Clump 形成試験陽性で、HEp-2 細胞に対し凝集性（AA）
付着を示した。 
 ESBL 産生性確認試験では、ディスク法の結果、6 株すべ
てが ESBL 産生菌であると判定された。さらに、ESBL 産生
遺伝子を検索した結果、すべての株が blaTEM-1、blaCTX-M-14a

を保有していた。また、各薬剤に対する MIC 値は、CPX は
すべての株で 256μg/mL 以上、CTX は 24～64μg/mL、CAZ
は 1.5～2μg/mL であった。 
 PFGE による遺伝子解析では、制限酵素 XbaⅠによる切断
パターンは 5 株が一致し、残り 1 株もバンド 1 本の違いであ
ったため、この 6 株は同一由来であると推定された。 
 
【考察】 
 今回分離された E.coli O126:H27 は、検査の結果患者の下痢症状に関与した可能性が強く
疑われたが、患者の発症時間が喫食後 30 分から 70 時間と多峰性を示し、施設の拭き取りお
よび食品から菌が検出されないことから、当該飲食店を原因施設とは断定できなかった。 
 また、今回の事例では受診後の患者の症状回復が比較的長時間を要していたことから、

EAggEC O126:H27 の薬剤耐性化を疑い、ESBL 産生性についても検査した。その結果、分
離菌のすべてが blaTEM-1、blaCTX-M-14a遺伝子を保有した ESBL 産生菌であることがわかり、
Etest を用いた MIC 値の測定では、CPX および CTX に耐性であることが判明した。このこ
とから、本菌による下痢症状の治療に際して、薬剤の選択次第では治療効果が弱くなること

が予想された。ESBL 産生遺伝子はプラスミドに存在し、菌の分裂・接合により菌間を移行
することが知られている。また、2011 年 5 月にドイツを中心としたヨーロッパ各国において
大流行した EHEC O104:H4 は、その後の調査で元来 EAggEC であった菌が VT 遺伝子を獲
得したと推定されている。さらに、この EHEC O104:H4 は、今回の EAggEC O126:H27 と
同様に ESBL 産生遺伝子である blaTEM-1、blaCTX-M-15遺伝子を保有していた。近年薬剤耐性

遺伝子や毒素産生遺伝子の拡散が問題視されており、これからの検出動向を注視していく必

要があると思われた。 
 最後に、EAggEC の検査についてご指導をいただいた、国立感染症研究所 感染症情報セ
ンター 伊藤健一郎先生に深謝いたします。 
 
【文献】 
1) Albert MJ, Oadri F, Haque A, Bhuiyan NA：Bacterial clump formation at the surface 

of liquid culture as a rapid test for identification of enteroaggregative Escherichia coli . 
J Clin Microbiol 1993；31：1397-9. 

2) Haider K, Faruque SM, Albert MJ, Nahar S, Neogi PK, Hossain A：Comparison of a 
modified adherence assay with existing assay methods for identification of 
enteroaggregative Escherichia coli. J Clin Microbiol 1992；30：1614-6. 

M 1 2 3 4 5 6 M

Lane M：サイズマーカー
Lane 1～6：分離菌株

図　PFGE泳動像
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通常検査では分離が困難であったウエルシュ菌による有症事例について 
  微生物検査グループ 加藤和子

        

【要旨】 

平成 23年 7月 9日に飲食店で喫食した 1
グループ23名のうち12名が下痢･腹痛の症
状を呈しているとの連絡が保健所にあり、

当所で検査を実施した。 
有症者12名中9名からウエルシュ菌が検
出され、本事例はウエルシュ菌による食中

毒であると推察されたが、分離された菌株

が毒素産生能を保有しなかったため培養条

件を変えて再分離を試みたところ、夾雑菌

を抑制するために培地に添加されているカ

ナマイシン（KM）に感受性のある株が存在

し、通常検査法では分離しにくかったこと

が判明した。 

 

【目的】 

便中エンテロトキシン陽性患者 9名中 1

名から 100℃10 分加熱耐性・KM 耐性・ウエ

ルシュ菌下痢毒素遺伝子(cpe)保有の典型

的な食中毒起因ウエルシュ菌が検出された

が、他の便中エンテロトキシン陽性患者 8

名からは当該菌が検出できなかったため、

加熱条件と分離培地を変更して cpe 保有株

の分離を試みた。 

【方法】 

①菌分離：通常法 

便を綿棒で TGC 培地に接種、100℃10 分

加熱してガスを産生した検体について 37℃

24 時間増菌培養をおこなった後、その培養

液を KM 含有 CW 寒天培地に画線塗抹、嫌気

培養する方法で実施した。 

②菌分離：検討法 

便 10%乳剤を 75℃10 分加熱した後、乳剤

の×10 ～×106段階希釈液 0.1ml を KM 不

含 CW 寒天培地にコンラージ塗抹、嫌気培養

する方法で実施した。 

③同定その他 

分離菌は CW 寒天培地に発育したレシチ

ナーゼ陽性菌について偏性嫌気性発育（＋）、

乳糖分解（＋）、ｾﾞﾗﾁﾝ液化（＋）、運動性（－）、

硝酸塩還元（＋）を確認してウエルシュ菌

と同定した。その他の性状は、「耐熱性 A型

ウエルシュ菌免疫血清」(デンカ生研)を用

いて血清型を、「ウエルシュ菌毒素遺伝子検

出用プライマーセット CPE-1 ･ CPE-2」

(Takara)を用いて下痢毒素遺伝子（cpe ）

を確認した。便及び便増菌液からのエンテ

ロトキシンの検出には「PET-RPLA」(デンカ

生研)を用いた。 

 

【結果】  

１．通常法によるウエルシュ菌検査結果 

12 名中 9名の便からウエルシュ菌が分離

され、分離株の血清型の内訳は13型が8名、

UT 型が 1名であった。 

便増菌液中の毒素遺伝子（cpe ）は 12 名

中 9 名が陽性で、6 名の便 10％乳剤からエ

ンテロトキシンが検出されたが、分離され

た菌株は１名を除き毒素遺伝子 cpe を保有

しておらず、エンテロトキシン検出状況と

矛盾した結果となった。（表１） 
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表１－通常法によるウエルシュ菌検査結果 

 

２．検討法によるウエルシュ菌の検査結果 

通常法では cpe を保有する菌株が検出で

きなかったため、易熱性菌、あるいは KM 感

受性菌が cpe を保有していた可能性を考慮

し、再分離を試みた。 

75℃10分加熱処理した患者便の段階希釈

液をKM不含CW寒天培地に塗抹したところ、

12名中 9名からレシチナーゼ産生菌が 1平

板あたり 2×10～14×106 CFU /plate 発育し

た。発育菌のうちウエルシュ菌と同定され

た各 2～7株について血清型・cpe 保有・KM

含有 CW の発育について性状を検査したと

ころ、 

タイプⅠ：血清型 13･cpe(-)･KM 含有 CW に

発育 

タイプⅡ：血清型 UT･cpe(-)･KM 含有 CW に

発育 

タイプⅢ：血清型 UT･cpe(+)･KM 含有 CW に

発育 

タイプⅣ：血清型 UT･cpe(+)･KM 含有 CW 発

育不良 

その他  : 血清型 UT,13・cpe(-)･KM 含有

CW 発育不良 

の複数タイプの菌株が混在しており、KM で

発育が抑制されるタイプⅣの株はすべて血

清型 UT、cpe 保有株であった。（表２） 

 

表２－検討法によるウエルシュ菌検出結果 

 

 

乳糖分解 運動性

ｾﾞﾗﾁﾝ液化 硝酸塩還元

1 （－） （＋）

2 （－） （－）
3 （＋） （＋） （＋） （＋） （＋）/（＋） （－）/（＋） 13 （－）
4 （＋） （＋） （－） （＋） （＋）/（＋） （－）/（＋） 13 （－）
5 （＋） （＋） （＋） （＋） （＋）/（＋） （－）/（＋） 13 （－）
6 （＋） （＋） （＋） （＋） （＋）/（＋） （－）/（＋） UT （＋）
7 （－） （－）
8 （＋） （＋） （＋） （＋） （＋）/（＋） （－）/（＋） 13 （－）
9 （＋） （＋） （－） （＋） （＋）/（＋） （－）/（＋） 13 （－）
10 （＋） （＋） （－） （＋） （＋）/（＋） （－）/（＋） 13 （－）
11 （＋） （＋） （＋） （＋） （＋）/（＋） （－）/（＋） 13 （－）
12 （＋） （＋） （－） （＋） （＋）/（＋） （－）/（＋） 13 （－）

cpe

遺伝子

エンテロ

トキシン

患者

No.
ﾚｼﾁﾅｰｾﾞ

分解

100℃10分

Gas産生

便 分離菌株
TGC増菌液

cpe

遺伝子

分離株の同定

血清型

① ② ③ ④ ⑤ ⑥ ⑦

2 5 Ⅰ Ⅳ Ⅳ Ⅳ Ⅳ

3 2 Ⅰ Ⅰ

4 3 Ⅱ Ⅱ Ⅱ

5 6 Ⅰ Ⅳ Ⅰ Ⅰ Ⅳ Ⅲ

6 6 Ⅲ Ⅲ Ⅲ Ⅲ Ⅲ Ⅲ

8 3 Ⅳ Ⅳ Ⅰ

9 7 Ⅲ Ⅳ Ⅰ Ⅰ Ⅳ Ⅳ Ⅳ

10 2 Ⅳ その他

11 5 Ⅰ Ⅰ Ⅳ Ⅳ その他

タイプⅠ：
タイプⅡ：
タイプⅢ：
タイプⅣ：
その他： 血清型13、UT･cpe(-)･KM含有CWに発育不良

供試
株数

患者
No.

血清型 13･cpe (-)･KM含有CWに発育
血清型 UT･cpe (-)･KM含有CWに発育

血清型UT･cpe(+)･KM含有CWに発育 
血清型UT･cpe(+)･KM含有CW発育不良

菌株　NO.
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【考察】 

耐熱性ウエルシュ菌食中毒は加熱調理に

よって酸素が追い出された食品中で菌が増

殖し、喫食後に毒素産生能を有するウエル

シュ菌が腸管内で芽胞を形成する際に産生

するエンテロトキシンによって下痢症状が

発現する。環境中にも広く存在するが、通

常それらの菌はエンテロトキシンを産生し

ないため、食中毒の原因菌であることの証

明には便中エンテロトキシンの証明が重要

となる。 

 今事例では、搬入された患者便 12 名中 9

名からウエルシュ菌が分離され、さらに 6

名からエンテロトキシンが、9名の便増菌

液から毒素遺伝子（cpe）が検出されたため、

ウエルシュ菌を原因とする食中毒であると

推察されたが、初動検査において 1名から

分離された菌株が、KM 含有培地に発育し毒

素産生遺伝子を保有する典型的な菌株であ

ったため、当該菌の分離を主眼とした検査

を継続し、結果として混在していた KM 感受

性株を見逃した。今回新たに再試験を試み、

培養条件を変更して、cpe 保有株の分離を

試みたところ、血清型が UT で、KM 含有 CW

培地では極端に発育が悪い cpe 保有株を検

出することができた。 

今後は KM を含有しない培地を常備する

など、典型株と非典型株が混在する事例に

ついても速やかに対応できるよう、試験体

制を整えたい。 
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浜松市で分離された腸管出血性大腸菌の遺伝子解析等について 

微生物検査グループ 秦なな  
【はじめに】 
腸管出血性大腸菌（EHEC）感染症は、水溶性下痢を主体とし、重症化すると激しい腹痛や血
便、まれに溶血性尿毒症症候群（HUS）や脳症等の中枢神経症状を併発する 1)。昨年、焼肉チェ

ーン店において発生した生食肉を原因とする食中毒事件では、死者、HUS及び脳症患者が報告さ
れ、EHEC感染症の重篤性を再認識することとなった。 

EHEC感染症は 3類感染症に属し、浜松市でも感染症発生動向調査を通じて、当所に検体が搬入
されている。今回の調査では、平成 23年度に分離された EHEC菌株の薬剤感受性試験及び遺伝子
解析等を行い、EHEC感染症の予防、治療に資するものである。 
【発生状況調査】 
発生動向調査検体として、2006年～2011年の 6年間に当所に搬入された EHECについて、患者

数の調査を行った。また、EHEC 分離株の血清型、ベロ毒素産生遺伝子（VT 遺伝子）保有率の調
査を行った。 
【材料と方法】 
１ 供試菌株 
 2011年 1月～11月に発生動向調査で搬入された検体由来の EHEC O157 12株、また他県より調
査依頼のあった検体由来の EHEC O157 1株、合計 13株を供試した。 
２ 分離同定方法 
 便は、CT-SMAC寒天培地（関東化学）に直接塗抹、及びノボビオシン加ｍEC培地（MERCK）
で増菌培養後 CT-SMAC寒天培地に接種し、平板上の典型的なコロニーを釣菌、性状確認及び血清
型別を行った。また VT1及び 2遺伝子の検出は、O-157 One Shot PCR Typing Kit Ver.2（タカラ）
を用いて、PCR法にて行った。 
３ 薬剤感受性試験 
 センシ・ディスク（日本 BD）を用いたＫＢ法にて、以下の 12 薬剤、アンピシリン（ABPC）、
セファロチン（CF）、セフメタゾール（CMZ）、セフォタキシム（CTX）、イミペネム（IPM）、ナ
リジクス酸（NA）、シプロフロキサシン（CIP）、カナマイシン（KM）、テトラサイクリン（TC）、
ホスホマイシン（FF）、クロラムフェニコール（CP）、ST合剤（SXT）の薬剤感受性試験を行った。
結果の判定は CLSIの判定基準に従った。 
４ PFGE法 
制限酵素 XbaⅠによるパルスフィールド・ゲル電気泳動（PFGE）を行った。供試菌株 13株のう
ち、2株を除く 11株については、国立感染症研究所に菌株を送付して、PFGEパターンの解析を依
頼した。 
【結果】 
１ 発生状況 
 EHECの年度別搬入検体（患者）数を図 1に示した。 

2006年～2011年に搬入された検体の月あたりの患者数は0.8人、1事例あたりの患者数は1.3人、
各年度の平均患者数は 9.3人であった。毎年 7月～9月の夏季に発生のピークを迎えていた。 
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図2　EHEC血清型別分離数
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２ 血清型・VT遺伝子保有状況 

EHECの各年度における血清型別分離数を図 2に、EHEC各血清型の VT遺伝子保有率を図 3に
示した。 
血清型別の患者数は、O157 が最も多く、56 人中 39 人(70%)、次いで O26 が 6 人(11%)、O103
が 5 人(8.9%)、O111 が 2 人(3.6%)、その他 4 人(7.1%)であった。また、代表的な血清型における
VT1及び VT2遺伝子の保有状況は、O157の 39株中、VT1＆2が 29株(74%)、VT2が 5株(13%)、
不明及び VT遺伝子(‐) 5件(13%)、O26の 6株中、VT1が 3株(50%)、不明 2株(33%)、VT1＆2
が 1株(17%)、O103の 5株中 VT1が 5株(100%)であった。 

   
 
 
 
 
 
 
 
 
 
３ 薬剤感受性試験 
 耐性を示す株について、表１に示した。 
全株共通で ABPC、CF耐性に加えて、 5剤耐性の株は 13株中１株(7.7%)が KM、TC、CP耐性、

4剤耐性の株は 3株(23%)が KM、CP耐性、他の 3株(23%)が KM、TC耐性、3剤耐性の株は、4
株(31%)が CP耐性、１株(7.7%)が KM耐性であった。2剤耐性の株は１株(7.7%)であった。 
薬剤別耐性率は ABPC及び CF13株(100%)、KM及び CP8株(62%)、TC4株(31%)であった。 

 

検体No． 耐性薬剤数 耐性パターン
13 5 ABPC　CF　KM　TC  CP　

5　7　8　 4 ABPC　CF　KM  CP
9  10  12 4 ABPC　CF　KM　TC　
1　3　4　6 3 ABPC　CF　CP
11 3 ABPC　CF　KM
2 2 ABPC　CF

表－1　O157菌株の薬剤耐性パターン
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検体No． 当所 国立感染症研究所
2 g439
3 g190
4 g431
5 g429

6　7　（8）* A a259

9　10　11　12 B g441

*　検体8は国立感染症研究所で未実施

表－２　PFGEパターン

 
４ PFGEによる遺伝子解析 
 当所における PFGE パターンを図 4 に、当所及び国立感染症研究所による PFGE 解析の結果を
表 2に示した。当所の PFGEパターンは検体 6、7、8でパターン Aに、検体 9、10、11、12でパ
ターン Bに各々一致し、国立感染症研究所の解析でも同様の結果を示した。 
M 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 M  

  
 図 4 O157菌株 PFGEパターン 
【考察】 
 浜松市における EHEC感染症は、1件当たりの患者数が 1.3人と小規模で、感染経路が不明な散
発事例がほとんどである。しかし年間の患者数は 10人前後で推移しており、特に発生の集中する夏
場は検体搬入が予想され、検査体制の維持が必要である。また EHEC感染症では VT1及び 2遺伝
子もしくは VT2遺伝子のみを保有している場合、VT1遺伝子単独保有に比べて HUS及び重症化の
リスクが高いことが知られ 2)、浜松市では EHECのほぼ 6割が該当することからも注意が必要であ
る。 
 平成 23年は、富山県の食中毒事件での O111や欧州での O104など、O157以外の血清型やこれ
まで知られていなかった血清型による EHEC 感染症が報告された。浜松市での EHEC 感染症は 7
割近くが O157 によるものであるが、今後はより多様な血清型に対応した検査体制を準備する必要
がある。 
薬剤感受性試験に関しては、第 3 世代セフェム系薬剤、カルバペネム系薬剤、ニューキノロン系
薬剤、FF等の治療の中心となる薬剤への感受性の低下は見られず、現状で直ちに治療に影響のある
耐性はないと言える。しかし、ペニシリン系薬剤及び第 1 世代セフェム系薬剤への耐性獲得は著し
く、KM、CP、TCでも感受性の低下が見られることから、今後も定期的な監視が必要と考える。 

PFGEパターンの解析より、事例 1由来の検体 6、7、8、事例 2由来の検体 9、10、11、12にお
いて、各事例内でパターンが一致し、分子疫学上近縁な株であると推察された。 
【文献】 
1)  厚生省．一次、二次医療機関のための腸管出血性大腸菌（O157 等）感染症治療のための手引
き（改訂版） 
2)  食品安全委員会．食品健康影響評価のためのリスクプロファイル（改訂版） 

浜松市保健環境研究所年報　№22，2011

41



麻痺性貝毒検査における ELISA法検査キットの有用性について 
 

微生物検査グループ   土屋祐司 
 
【はじめに】 
 麻痺性貝毒（Paralytic shellfish poison；
PSP）の検査は、昭和 55年 7月 1日付の通知
に基づいて実施しているが、本法はマウスを用

いた生物学的試験法であるため、測定精度や感

度の悪さ、毒に対する特異性の低さが指摘され

ている。また、実験に動物を使用することから、

動物愛護の観点からも問題視されている。さら

に、浜松市における物品購入の制約から、検体

が納入されてから検査終了までに 1ヶ月以上を
要する。そこで、近年発売された PSP の定量
分析が可能な ELISA 分析キットを用いて試験
を行い、公定法の検査値と比較することで、そ

の有用性について検討したので報告する。 
 
【材料および方法】 
１、 供試材料 
① 2011年 12月 12日搬入 浜名湖かき№1 
② 2011年 12月 12日搬入 浜名湖かき№2 
③ 2011年 12月 12日搬入 浜名湖かき№3 
④ 2011年 12月 12日搬入 浜名湖かき№4 
⑤ 2011年 10月 26日搬入 食品衛生外部精
度管理検体 

 
２、 使用キット 
  アズマックス㈱ RIDAスクリーン FAST 

PSP SC（まひ性貝毒） 
 
３、 方法 
 (1) 公定法 

試料 200g以上を採取し、ホモジナイザー
などを用いてホモジナイズする。この試料

100g をビーカーに秤量し、同量の 0.1N 塩
酸を加え、よく混和してから pH4.0 以下に
なるように調整する。5分間加温沸騰させた
後室温まで放冷し、再度 pH4.0 以下に調整
した後、メスシリンダーに移し、水を加えて

200mlとする。上清を 3,000rpm、10分間遠
心分離し、ろ紙でろ過したものを試験原液と

する。 
体重 19～21g（4 週令）の健康な ddY 系
マウスを1検体につき5尾以上用意し、まず、
2～3尾のマウスを用い、試験原液 1mlを腹
腔内注射し、典型的な症状を呈して死亡する

までの時間を秒単位で測定し、中央致死時間

を求める。得られた中央致死時間が 5分以上
の場合は、さらにマウスの総数が 5尾以上と

なるようにマウスを追加して注射を行い、す

べてのマウスの結果から中央致死時間を求め

る。また、得られた中央致死時間が 5分未満
の場合は、試験原液の一部を 5～7分の中央
致死時間が得られるように 0.01N 塩酸で希
釈し、再度 2～3尾のマウスを用い注射を行
う。以降同様に操作し、中央致死時間を求め

る。 
マウス試験において得られた試験群の中央

致死時間から、Sommerの換算表により試験
液 1ml中のマウス単位（MU/ml）を求める。
必要に応じ体重補正表により結果を補正し、

次式により試料 1g あたりのマウス単位
（MU/g）を求める。 
試料 1g あたりのマウス単位（MU/g）＝
試験液 1ml 中の毒量（MU/ml）×試験液の
試験原液に対する希釈倍数／試料原液 1ml
に相当する試料の g数 
なお、定量下限値は 2 MU/gである。 

 
 (2) ELISA法 
  ホモジナイズした試料 10g に 0.1M 塩酸

10mlを加え、5分間かき混ぜながら沸騰す
る。3,500×g、10分間（4℃）遠心分離し、
上清をpH4.0以下に調整する。この上清100
μl にキット添付のバッファーを加え 1ml
とし、調整試料とする。 

   標準液と調整試料に必要な数のマイクロ
タイターストリップをフレームにセットし、

50μl の標準液および調整試料を滴下する。
さらに、希釈済み酵素複合体および希釈済

み抗 PSP抗体をそれぞれ 50μl滴下し、静
かに振とうして15分間室温でインキュベー
トする。ウエルの液体を捨て、給水紙に 3
回たたいて水分を取り除いた後、250μl の
蒸留水を入れる。この操作を 2 回以上繰り
返す。100μl の発色基質液を加え、静かに
振とうして 15分間室温でインキュベートす
る。次に、100μl の反応停止液を加え、よ
く混合し、450nmの吸光度を測定する。得
られた吸光度を専用のソフトウエアに入力

し、検量線から試料中の PSP 濃度（ppb）
を算出する。なお、定量下限値は 50ppb で
ある。 

 
 (3) 測定値の換算 
  1MU はサキシトキシン（STX）0.2μg に
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相当するため、1 ppb＝0.005 MU/gとして計
算した。 

 
【成績】 
 公定法で実施した結果、検体①から④は定量

下限値未満、検体⑤は 2.70 MU/g（定量下限値：
2.0 MU/g）であった。また ELISA法では、検
体①から④は 57.12～76.00 ppb（0.29～0.38 
MU/g）、検体⑤は 721.96 ppb（3.61 MU/g）で
あった（表）。 

 
【考察】 
 PSPは、サキシトキシン同族体群の総称で、
人が摂取すると神経麻痺を主徴とする症状を起

こさせる。これらの毒は、単細胞藻類の渦鞭毛

藻によって産生され、二枚貝に蓄積される。ま

た、サキシトキシンの致死毒性は、フグ毒であ

るテトロドトキシンに匹敵する。 
 現在、国内における PSP の検査公定法は、
マウスの致死活性を指標に定量する生物試験法

で、腹腔内に投与した毒量とマウスの死亡時間

に一定の関係があることを利用した AOAC 法
に準拠した方法である。また、国内ではサキシ

トキシンの標準溶液が使用できないため、毒量

は体重 20gのマウスを 15分で殺す量を 1マウ
ス単位（MU）と定義され、4 MU/gが規制値と
定められている。一方、米国、カナダでは FDA
から供給された標準溶液を用いて試験の標準化

を行い、結果を試料 100g 中のサキシトキシン
相当毒量（μg）で表示する。両国における規
制値は 80μg/100gで、これはほぼ 4 MU/gに
相当する。 
 現在実施している公定法は、1 検体当たりマ
ウス 5尾以上を必要とし、試験が終了し生存し
ていたとしても処分せざるを得ない。また、同

じ系群（ddy系）および性（雄）のマウスを用
い、体重も限定してなるべく感受性の差が出な

いようにしているが、均一の感受性とは言い難

い。さらに、浜松市役所の物品購入上の制約か

ら、検体数が決定しないとマウスの購入ができ

ず、検体搬入後に発注手続きを行うことになる

ため、マウス接種が 1ヶ月以上後になるのが現

状である。 
 今回採用した ELISA 法キットは、検体の前
処理を含めても約半日で測定値が得られる。ま

た、操作も簡便で特別な技能を必要としない。

国内では、まだ少数ではあるが ELISA 法キッ
トを用いて貝類の毒化をモニタリングしている

機関もある。しかしながら、公定法は CODEX
等の国際機関も支持しているため、当面わが国

を含めて世界的に利用されていく可能性は高い。

このため、ELISA法は公定法前段階のスクリー
ニング検査として用いることになると思われる。 
今回の実験では、ELISA法キットで公定法に

よる測定値に近い値が得られた。しかしながら、

今回の結果のみではスクリーニング検査として

導入できるか判断するに足りない。今後は、他

の ELISA 法キットも用い、サキシトキシン同
族体を使用した添加回収試験を行い、さらに他

地研の検査実施状況などを調査し、導入を検討

していきたい。 

表　測定結果

公定法
（MU/g） ppb MU/g

浜名湖かき№1 定量下限値未満 57.12 0.29

浜名湖かき№2 定量下限値未満 62.35 0.31

浜名湖かき№3 定量下限値未満 76.00 0.38

浜名湖かき№4 定量下限値未満 65.01 0.33

外部精度管理検体 2.70 721.96 3.61

定量下限値：公定法 2MU/g，ELISA法 50ppb

ELISA
検体名
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浜松市におけるサポウイルス検出事例 

―第 26 回地方衛生研究所全国協議会関東甲信静支部ウイルス研究部会発表― 

浜松市保健環境研究所  
○ 日比野竜 鈴木幸恵 紅野芳典 小粥敏弘 小杉国宏 

【はじめに】 
サポウイルスは小児の散発性胃腸炎の起因ウイルスとして知られており、近年、集団発

生事例の報告は少なくない。浜松市でも今年 4 月、食中毒事件よりはじめてサポウイルス
が検出されたので報告する。 
【材料および方法】 
食中毒事例は平成 23年 4月 21日午後 7時頃、飲食店Hで会食した 23名中 19名が下痢、

発熱及び嘔吐等の食中毒様症状を呈したと届出があり、検査材料として患者便 3 検体、従
事者便 3検体、ふきとり 10検体、食材 1検体が搬入された。検体はQIAamp Viral RNA Mini 
Kit(QIAGEN)を用いて RNA を抽出し、ノロウイルスは厚生労働省通知に基づきリアルタ
イム PCR法を実施、サポウイルスに関しては Okadaらのプライマーを用いて nested PCR
反応をおこなった。さらに検出されたサポウイルスの増幅産物の塩基配列をダイレクトシ

ークエンス法により決定した。 
【結果および考察】 
ノロウイルスはいずれの検体からも検出されなかった。サポウイルスは患者便 3検体中 2

検体から、従事者便 3 検体すべてから検出された。
今回検出されたすべての増幅産物の塩基配列は

100%の相同性を示し、分子系統樹解析の結果
genogroupⅠに属する株であることがわかった。また
細菌検査の結果、腸管凝集性大腸菌 O126が患者便 3
検体すべてからと従事者便 3 検体中 1 検体から検出
された。 
今回の事例はノロウイルスは検出されず、病因と

して疑いのある細菌が検出された。しかし疫学調査

の結果から、ウイルス性の食中毒が強く疑われたた

めサポウイルスの検査をおこなった結果、検出され

た事例である。 
検体から原因物質となりえる細菌が検出された場

合においても、患者の症状等の疫学調査よりウイル

ス性の嘔吐下痢症が疑われた場合には、ノロウイル

スとともにサポウイルスも検索していく必要がある

と思われた。 

0.1

PEC
SaKaeo-15-AY646855

Cruiseship-AY289804
Lyon598-AJ271056

London-29845-U95645
Bristol-AJ249939
Mc2-AY237419

Mc10-AY237420
Mex340-AF435812

Sakai-C12-AY603425
Chiba991172-AJ606691
Chiba990763-AJ606690

Kushiro5-AB455793
Nayoro4-AB455794
Chiba040507-AJ786350

Arg39-AY289803
Ehime475-DQ366344
NongKhai-24-AY646856

Hou7-1181-AF435814
Yakumo8-AB455795
Chiba-000671-AJ786349
Ehime1107-DQ058829
Ehime1596-DQ366346

SW278-DQ125333
SW314-DQ125334
Kyoto1-AB455791
Nagano10-1-AB436385

Chiba010658-AJ606696
Stockholm-AF194182

Houston90-U95644
Parkville-U73124

Nobeoka-2005-AB455796
Taipei9-5-EU124657
TE51
TE53
TE1
TE2
TE52
Nichinan-2005-AB455803

Ehime643-DQ366345
Yokote1-AB253740

Chiba000496-AJ412800
Sapporo-U65427
Mc114-AY237422
11-244
Manchester-X86560
Dresden-AY694184
Plymouth-X86559
Lyon30388-AJ251991

Houston86-U95643

食中毒事件
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浜松市における麻しん疑い事例の検査状況報告 
微生物検査グループ 鈴木幸恵 

 
【はじめに】 
 麻しんは、発熱・発しんを主症状とし、感染力

が強く致死率の高い疾患である。WHO では、日

本を含む西太平洋地域において 2012 年までに麻

しんを排除するという目標を定めている。これを

受けて、日本では 2007 年 12 月に「麻しんに関す

る特定感染症予防指針」が策定され、麻しんの全

数把握対象疾患への移行や予防接種の積極的勧奨

などが行われている。また、地方衛生研究所には

検査診断の実施に関する体制整備が求められてい

る。 
 当研究所では麻しんの検査診断体制を整えてい

るところであるが、2010 年 11 月の厚生労働省通

知「麻しんの検査診断について」があって以降、

麻しん検査の依頼が増加した。 
当研究所における検査状況についてまとめたの

で報告する。 
 
【材料】 
 2011 年 4 月～2012 年 2 月に検査依頼のあった

麻しん疑い事例 16 例 26 検体（咽頭ぬぐい液 13
検体、血液 12 検体、尿１検体） 
 
【方法】 
麻しん診断マニュアル（第 2 版）に従い、HA

遺伝子、N 遺伝子を標的とした RT-PCR 法による

遺伝子検出を行った。麻しんウイルスが検出され

た検体については、HA 遺伝子の増幅産物につい

て PCR-RFLP 法による解析を行った。また、N
遺伝子の増幅産物についてダイレクトシークエン

ス法により塩基配列を決定し、BLAST を用いた

相同性解析を行った。 
麻しんウイルスが検出されなかった検体につい

ては、発しん症の原因となりうる他のウイルスの

うち、風しんウイルス、パルボウイルス B19、エ

ンテロウイルスの遺伝子検出を行った。ウイルス

が検出された検体については麻しんと同様に相同

性解析を行った。 
 
【結果】 
 検査依頼のあった 16 例のうち 1 例 1 検体で麻

しんウイルスが検出された。検出されたウイルス

の遺伝子型は D9 型であった。麻しんウイルスが

検出されなかった 15 例 25 検体については、1 例

1 検体で風しんウイルス、3 例 5 検体でパルボウ

イルス B19 が検出された。エンテロウイルスはす

べての検体で検出されなかった。ウイルスの検出

された 5事例の検体ごとの結果は表１のとおりで

ある。 
 

表 1 ウイルス検出事例の検体別結果 
依頼日 検体名 麻しん 風しん B19 
4/16 咽頭ぬぐい液 － － ＋ 

 血液 － － ＋ 
 尿 － － ＋ 

5/17 血液 － － ＋ 
6/20 咽頭ぬぐい液 － ＋ － 

 血液 － － － 
6/27 咽頭ぬぐい液 +   
7/19 咽頭ぬぐい液 － － － 

 血液 － － ＋ 
 
【考察】 
麻疹ウイルスの遺伝子型について、日本の常在

型は D5 型である。患者はフィリピンへの渡航歴

があり、D9 型はフィリピンで流行している型で

あることからも今回の事例は輸入例であると考え

られた。 
WHO は、麻しんが疑われる発熱・発しん疾患

において麻しん以外の病原体が検出された場合は

麻しんを否定できるとしている。従って、麻しん

ウイルス以外のウイルスが検出された 4事例は麻

しんではないと考えた。 
 
【まとめ】 
麻しん排除の定義は、質の高いサーベイランス

の下で、地域性の麻しんウイルスによる麻しん症

例が 12 ヶ月間以上ないこととされている。 
地方衛生研究所における麻しん検査の目的は、麻

しんウイルスの証明と、患者数を正確に把握する

ことである。正確な把握のためには、麻しん以外

のウイルスを検出することで麻しんを否定したり、

麻しんウイルスを検出した場合には遺伝子解析を

行い、検出された麻しんウイルスが常在するもの

か輸入されたものかを鑑別したりする必要がある。 
 今後も、現在の検査診断体制を維持し、麻しん

排除へ向けて地方衛生研究所としての役割を果た

していかなければならない。 
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うなぎにおけるマラカイトグリーン試験法の妥当性評価 
－第 48 回全国衛生化学技術協議会年会発表－ 

○木俣智香子、古橋 忍、酒井好穂、鈴木寿枝 

風間博幸、大村雅一、小粥敏弘、小杉国宏 

                   （浜松市保健環境研究所） 

【はじめに】 

マラカイトグリーン（以下 MG）はトリフ

ェニルメタン系抗菌剤であり観賞魚用の水

かび病の治療薬として使用される。しかし養

殖魚での使用は禁止されており、食品衛生法

の規格基準でも不検出とされている合成抗

菌剤である。告示試験法 1)では代謝物のロイ

コマラカイトグリーン（以下 LMG）も分析対

象としており、うなぎにおいては安定同位体

元素標識標準品（以下サロゲート）を用いた

内標準法または標準添加法により回収率等

の補正を行うこととされている 2)。 

当所でもサロゲートを用いてうなぎの試

験を行ったが、補正後もガイドライン 3)で示

された回収率を満たさなかったり、サロゲー

トの回収率が 40％を下回ることがあった。 

そのため告示試験法を改良し、ガイドライ

ンに従い妥当性評価を行ったので報告する。 

 

【方法】 

1.試料 

平成 22 年度に浜松市内で流通したうなぎ

（生、白焼、蒲焼）を用いた。 

 

2. 標準品・試薬等 

 MG、LMG、MG-d5 及び LMG-d6 標準品は林純

薬工業(株)製を用いた。 

 強酸性陽イオン交換体ミニカラムは

BondElut SCX 500mg バリアン(株)製を用い

た。 

その他の試薬は HPLC 用又は試薬特級を用い

た。 

 

3. 試験溶液調製方法 

 クエン酸・リン酸緩衝液及びアセトニトリ

ルにより抽出後、ジクロロメタンに転溶する。

脱水後、BondElut SCX 500mg により精製を

行い試験溶液とした（図１）。 

 

4. 装置・測定条件 

 装置及び測定は、表１に示した条件で行っ

た。 

試料 5g 

 ↓ｸｴﾝ酸･ﾘﾝ酸緩衝液(pH3)10mL 

 ↓ｱｾﾄﾆﾄﾘﾙ 15mL 

ﾎﾓｼﾞﾅｲｽﾞ 

↓ 

遠心分離(3,000rpm×5 分) 

 ↓       ↓ 

ｱｾﾄﾆﾄﾘﾙ･水層  残渣 

 ↓       ↓ｱｾﾄﾆﾄﾘﾙ 15mL 

 ↓      ﾎﾓｼﾞﾅｲｽﾞ 

 ↓       ↓ 

 ↓     遠心分離(3,000rpm×5 分) 

 ↓          

 ｱｾﾄﾆﾄﾘﾙ･水層 

 ↓15gNaCL＋水 50mL 

↓ｼﾞｸﾛﾛﾒﾀﾝ 10mL 

振とう 5分 

↓ｱｾﾄﾆﾄﾘﾙ･ｼﾞｸﾛﾛﾒﾀﾝ層 

脱水（無水硫酸ﾅﾄﾘｳﾑ） 

↓ 

抽出液 

↓ 

BondElut SCX500mg 負荷 

↓ｱｾﾄﾆﾄﾘﾙ 5mL 洗浄 

↓ｱｾﾄﾆﾄﾘﾙ/ｱﾝﾓﾆｱ水(9:1)10mL 溶出 

溶出液 

↓ 

濃縮・乾固 

↓ｱｾﾄﾆﾄﾘﾙ 10mL ﾒｽｱｯﾌﾟ 

 試験溶液 

 

図１ 試験溶液の調製方法ﾌﾛｰｼｰﾄ 
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【結果】 

1.試験溶液調製方法の検討 

1-1 脱脂方法の検討 

告示試験法に従い検査を行ったところ、

LMG の回収率が低く、サロゲート補正後も

50%未満であった。そこで脱脂操作で用いた

ヘキサン層中のLMGを測定したところ約 18％

の移行が確認された。そのためヘキサン脱脂

を省略することとした。 

1-2 塩化ナトリウム量の検討 

告示試験法に従いジクロロメタン転溶を

行うと溶媒が乳化するため遠心分離の操作

を加えて分離していた。そこで塩化ナトリウ

ム量を増加したところ乳化を防ぐことがで

き、回収率の向上及び操作時間の短縮が可能

となった。 

1-3 最終試験溶液量の検討 

 ヘキサン脱脂操作を省略したことによる

LC/MS/MS への負担を軽減するため、最終試

験溶液の10倍希釈を検討した。告示試験法の

定量限界値 0.002ppm に相当する標準液

(1ppb)を LC/MS/MS で測定し、ピークを確認

したところ S/N 比≧10 であった。また試料

の 10 倍希釈液を測定したところ、脂質の影

響を受けることなく測定が可能であった。 

 

2.妥当性評価 

検討した試験溶液調製方法について、ガイ 

ドラインに従い下記の4項目で妥当性を評価

した。 

2-1 選択性 

うなぎ（生、白焼、蒲焼）3試料について

分析を行い、定量を妨害するピークの有無を

確認した。全ての試料で MG 及び LMG の定量

限界濃度に相当するピークの 1/3 未満であ

った。 

 

 

 

 

 

 

 

 

2-2 真度（回収率） 

うなぎ（生、白焼、蒲焼）3 試料について

試験溶液濃度が定量限界値（0.002ppm）相当

になるように添加回収試験を行った。いずれ

の試料もサロゲート補正を行い回収率を求

めたところ、MG は 90%以上、LMGは85%以上と

良好な結果であった。共にガイドライン目標

値 70～120％を十分満たしていた。 

2-3 精度（併行精度及び室内精度） 

分析者 2 名が、1 試料につき 1 日 1 回（2

併行）、3 日間分析する枝分かれ実験により

併行精度及び室内精度を評価した。3試料共

に目標値である併行精度 25%、室内精度 30%

を満たしていた。 

2-4 定量限界 

 MG及び LMGの定量限界濃度に対応する濃

度から得られるピークのS/N 比を確認したと

ころ 10 以上であった。 

  

【まとめ】 

今回告示試験法を改良することで回収率

の向上及び操作時間の短縮が可能になった。

改良法の妥当性をガイドラインに従い評価

したところ目標値を達成することができ、有

用性が確認された。 

 

【参考文献】 

1) 平成 18 年 5 月 30 日付厚生労働省告示第 377
号「食品、添加物等の規格基準の一部を変更

する件について」 

2) 平成 18 年 11 月 30 日付厚生労働省通知食安
発第 1130001 号「食品、添加物等の規格基準

の一部を変更する件について」 

3) 平成 22 年 12 月 24 日付厚生労働省通知食安
発 1224 第 1 号「食品中に残留する農薬等に

関する試験法の妥当性評価ガイドラインの

一部改正について」 

表１  装置及び測定条件 

装置 ｻｰﾓﾌｨｯｼｬｰｻｲｴﾝﾃｨﾌｨｯｸ社製　LC/MS/MS
TSQ Quantum Access

HPLC条件 ｶﾗﾑ 化学物質評価研究機構 MS/MS条件 定量ｲｵﾝ MG :329.2→312.7
L-column2 ODS (2.1*150mm,3μm) LMG :331.1→238.6

流速 0.2mL/min MG-d :334.1→317.7
ｶﾗﾑ温度 40℃ LMG-d :337.2→240.0
注入量 2μL
移動相 0.1%ｷﾞ酸ｱﾝﾓﾆｳﾑ/ｱｾﾄﾆﾄﾘﾙ
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浜松市における食品放射能検査について 
－第 48 回静岡県公衆衛生研究会発表－ 

    浜松市保健環境研究所  
                 ○大村雅一 風間博幸 木俣智香子 鈴木寿枝 

            酒井好穂 小粥敏弘 小杉国宏 
【はじめに】 
 平成 23年 3月 11日の東北地方太平洋沖地震により、東京電力福島第一原子力発電所で
放射性物質を大量に放出する事故が発生した。それに伴い平成 23年 3月 17日に厚生労働
省より食品衛生法に基づく暫定規制値が示され、浜松市でも市民の安全・安心を守る為、

急遽検査機器の整備を進め、平成 23 年 11 月 10 日よりゲルマニウム半導体検出器（以下
Ge検出器）を用いた食品検査を開始した。今回は食品の種類、量および測定時間が検出限
界に与える影響について若干の知見を得たので報告する。 
【方法】 
①検体（調査期間：平成 23年 10月 21日～10月 31日） 
 柿、りんご、玄米、きゅうり、ゆでしらす、お茶、牛肉、うなぎ（生）、水道水 
②装置 
ゲルマニウム半導体検出器（キャンベラ社製）GC2020（図－1） 
 測定容器 U８容器、２Lマリネリ容器（図－2） 

 
③試料の調整 
「緊急時における食品の放射能測定マニュアル」（平成 14年 3月）に従い、試料の調整
は前処理室で行い器具は原則として使い捨てとした。液体の試料は直接、固形物質はその

ままあるいは、カッタ－等で 1～2mm程度に細切し試料とした。 
④検査方法 
 試料をU８容器または２Lマリネリ容器に充填後重量を測定し、Ge検出器を用い I－131、
Cs－134、Cs－137と天然放射性核種であるK－40について、測定時間を 600秒から 7,200
秒までの 7段階に区切り測定した。 

図－１ ゲルマニウム半導体検出器 
（キャンベラ社製）GC2020 

図－２ 左：U８容器 
右：２Lマリネリ容器 
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【結果および考察】 
①当所で準備検討した 9検体の I－131、Cs－134、Cs－137はすべて検出限界値未満であ
ることが確認できた。 
②U8容器、2Ⅼマリネリ容器にて、測定時間を 600秒から最長 7,200秒まで段階的に測定
した結果、U8容器では 3,600秒、2Ⅼマリネリ容器では 600秒 Ge検出器で測定すること
により、当所での目標値である検出限界値 10Bq/Kg未満を確保できることが確認できた。 
（表－1） 

表－1 検出限界値（Bq/kg）の測定時間による推移 

 
③同一試料（水道水）での U8容器、2Ⅼマリネリ容器による検出限界値を比較した結果か
らも、U8容器 3,600秒測定で目標値の検出限界値を確保でき、少ない収去量でも対応でき
ることが確認された。（図－3） 
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図－3 試料量による検出限界値の比較（水道水） 

 

測定時間（秒） 600 1200 1800 2000 2400 3600 7200 

I－131 11.1  7.2  5.8  5.5  5.0  4.1  2.9  

Cs－134 15.9  9.0  6.4  6.1  5.4  4.7  2.8  
うなぎ 

U8 容器 
Cs－137 15.4  9.5  7.2  6.9  6.3  5.1  3.3  

I－131 20.3  16.0  9.4  8.9  8.3  6.6  4.3  

Cs－134 27.7  17.3  12.5  11.6  9.7  7.4  4.8  
しらす 

U8 容器 
Cs－137 22.6  18.9  10.1  10.6  10.4  7.3  4.7  

I－131 13.5  8.6  5.7  5.5  5.0  4.3  3.0  

Cs－134 18.3  9.7  7.1  6.7  6.0  5.0  3.2  
水道水 

U8 容器 
Cs－137 18.7  12.3  9.0  8.1  6.7  5.0  2.8  

I－131 1.6  0.9  0.7  0.6  0.5  0.4  0.3  

Cs－134 1.9  0.9  0.5  0.5  0.5  0.4  0.3  
水道水 

2L マリネリ 
Cs－137 1.6  1.2  0.7  0.7  0.6  0.4  0.3  
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巻貝のテトラミン検出事例について 

          －第 48回静岡県公衆衛生研究会発表－ 

浜松市保健環境研究所      ○酒井好穂 古橋忍 鈴木寿枝 木俣智香子 

                                風間博幸 大村雅一 小粥敏弘 小杉国宏 

【はじめに】 

肉食性巻貝の数種は唾液腺にテトラミン(図-１)を含み、

しばしば食中毒を起こす。テトラミンの中毒症状は頭痛、

めまい等で比較的軽く、通常数時間で回復し死亡例は

ない。加熱に対して安定であるため、中毒を防ぐために

は唾液腺を除去する必要がある。１）  

平成２３年４月、浜松市内で販売されていた巻貝の喫

食者が嘔吐とめまいの症状を呈する事例が発生した。こ

の巻貝の同一ロット品を検査したところ、テトラミンを検出

する事例があったため、その概要を報告する。 

【事例概要】 

  平成２３年４月１１日、市内食料品店で購入した巻貝２

個を自宅で加熱調理し喫食した１家族２名が、食後３０分

から１時間で嘔吐・めまいを呈し医療機関を受診した。届

出者らは唾液腺を除去せずに食しており、残品は貝殻の

みであった。当該品は北海道産であり、真つぶ貝という

俗称で販売されていた。貝殻の特徴からエゾバイ科の

チヂミエゾボラ又はエゾボラモドキであると推察された。 

【方法】 

(1)試料 

喫食したものと同一ロットの巻貝（非加熱）を試料と

した。 

(2)器具・装置類 

 ① 限 外 ろ 過 フ ィ ル タ ー ： AmiconUltra 15 、

Ultracel-10K（ミリポア製） 

②LC/MS：ZMD（Waters 社製） 

(3)試薬 

①テトラミン標準品：塩化テトラメチルアンモニウム

（ナカライテスク製 特級試薬、純度 98.0%以上） 

標準溶液：標準品をメタノールに溶解し、1000ppm

とした。 

②メタノール：ＨＰＬＣ用 

③50mmol/L ギ酸アンモニウム (pH3.5)：3.15ｇのギ

酸アンモニウムを水に溶かして１Ｌとし、ギ酸で

pH3.5 とする。 

(4)試料の調製方法 3） 

試料は 1 個体を唾液腺、可食部（筋肉）に分け、

もう 1 個体は唾液腺と可食部を混合して検査を行っ

た。 

均一とした試料2ｇにメタノール25mLを加えホモジ

ナイズした後、超音波抽出を 10 分間行う。遠心分離

（3000ｒｐｍ、5 分間）を行った後、5A ろ紙でろ過し、

抽出液を採る。残渣にメタノール20mLを加え超音波

による抽出、遠心分離を繰り返し抽出液をあわせた

後、メタノールを加え 50mＬとする。抽出液 10mL を

0.2 μm フィルターに通した後、正確に１mＬ採り、

50％メタノール溶液で 10ｍL とする。限外ろ過フィル

ターを用いて遠心分離（3500ｒｐｍ、30 分間）し、ろ液

をメタノールで 10 倍希釈したものを LC/MS 用試験

溶液とした(図-２)。 

 

図-１ テトラミン構造式 
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 (5) LC/MS 条件 

LC/MS 条件 

ｶﾗﾑ：XBridge HILIC (2.1mm×150mm 5μm 

Waters 社製) 

移動相：50mM キﾞ酸アンモニウム（pH3.5）/メタノ

ール＝10：90 

流速：0.2mL/min 

注入量：2μL 

イオン化：ESI（ポジティブモード） 

 検体 2g 
 ↓メタノール 25mL 

 ホモジナイズ 

 ↓ 

超音波抽出 10 分間        

 ↓ 

遠心分離(3,000rpm) 5 分間           

 ↓ 

ろ過         残留物 

↓               ↓メタノール 25mL 

ろ液         超音波抽出 10 分間       

                 ↓ 

           遠心分離(3,000rpm) 5 分間  

              ↓  

             ろ過 

                  ↓ 

             ろ液  

50mL メスアップ 

 ↓ 

0.2μm フィルターろ過 

 ↓ 

１mL 分取 

↓50%メタノール溶液  

10mＬメスアップ 

 ↓ 

限外ろ過(遠心分離(3,500rpm) 30 分間) 

 ↓ 

ろ液をメタノールで 10 倍希釈 

 ↓ 

 LC/MS 
図-２ 試料の調製方法 
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表-１ テトラミン含有量 

図-３ テトラミンの LC/MS クロマトグラム   

図-４ テトラミンの LC/MS スペクトル （左：標準溶液（２ｐｐｍ）  右：試料溶液（唾液腺）） 

キャピラリー電圧：3.0kv 

ソースブロック温度：110℃ 

デソルベーション温度：260℃ 

モニターイオン：74 

コーン電圧：40eV 

【結果・考察】 

   試料とした貝から、テトラミンが検出された（図-３）。テ

トラミンは唾液腺に局在するといわれているが、筋肉に

も含まれるという報告もある。2）今回の試料では唾液腺

だけでなく、筋肉からも検出された。テトラミン含有量を

表-１に示す。唾液腺は 943μg/g（9.71mg/個）のテトラ

ミンを含有しており、また、筋肉も 136μg/g（7.98mg/

個）含有していた。テトラミンの中毒量については、

350mg～450mg とされているが、１）約 10mg という少量で

の発症を示唆する報告もある。2）今回の事例では加熱

調理した貝を一人 1 個喫食していた。テトラミンは熱に

安定であるため、2）喫食した貝が試料とほぼ同等のテト

ラミンを含有していたとすると約12～18mgのテトラミンを

摂取したと考えられる。  

また、SCAN モード（m/z30～150）で測定したテトラミ

ン標準溶液と試料溶液（唾液腺抽出物）のマススペクト

ルを図-４に示す。テトラミンはm/z74付近に強いイオン

種を示し、コーン電圧を大きくすると、m/z58付近にフラ 

グメントイオンがあらわれた。唾液腺抽出物も同様のマ

ススペクトルを示し、テトラミンであることが確認された。 

【まとめ】 

巻貝の喫食による有症事例を受け、LC/MS を用い

て巻貝のテトラミン含有量を測定した。テトラミンは唾液

腺のみでなく、筋肉にも含まれており、1 個あたり約 12

～18mg のテトラミンを含有していた。唾液腺は高濃度

のテトラミンを含むため、調理時に必ず除去すべきであ

ることを、消費者へ注意喚起する必要がある。筋肉部

分に含まれるテトラミンは唾液腺より低濃度だが、大量

に喫食した場合は中毒を起こす可能性もあり、注意が

必要であることが推察された。 

 

【参考文献】 

１）橋本芳郎：魚介類の毒 学会出版センター 

２）新藤哲也他：食品衛生学雑誌(2000)，41(11-22)  
３）伊藤光男他：神戸市環境研究所報(2008), 36(49 

-55)

    
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

検体 検査部位 

重量 

(g) 

ﾃﾄﾗﾐﾝ 

濃度 

（μg/g） 

ﾃﾄﾗﾐﾝ 

量 

（mg） 

巻貝 1 
唾液腺 
 

筋肉 

10.3 
 

58.7 

943 
 

136 

9.71 
 

7.98 

巻貝 2 
唾液腺 

および筋肉 
49.2 253 12.5 

試料溶液 

（唾液腺）

標準溶液 

コーン電圧 

試料溶液

（筋肉）

50Volts 

70Volts 

30Volts 
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検体 5g 

 ↓ｱｾﾄﾆﾄﾘﾙ 30mL 

 ↓ｱｾﾄﾆﾄﾘﾙ飽和ﾍｷｻﾝ 20mL 

 ↓無水硫酸ﾅﾄﾘｳﾑ 10g 

ﾎﾓｼﾞﾅｲｽﾞ 

 ↓ 

遠心分離(3,000rpm×5 分) 

 ↓       ↓ 

ｱｾﾄﾆﾄﾘﾙ層    残渣＋ﾍｷｻﾝ層 

         ↓ｱｾﾄﾆﾄﾘﾙ 20mL 

        ﾎﾓｼﾞﾅｲｽﾞ 

         ↓ 

        遠心分離 

         ↓ 

         ｱｾﾄﾆﾄﾘﾙ層 

  1-ﾌﾟﾛﾊﾟﾉｰﾙ 10mL 

 濃縮･乾固 

  ↓ｱｾﾄﾆﾄﾘﾙ/水(4:6)1mL 

  ↓ｱｾﾄﾆﾄﾘﾙ飽和ﾍｷｻﾝ 0.5mL 

 遠心分離(3,000rpm×5 分) 

  ↓ 

 ｱｾﾄﾆﾄﾘﾙ/水層 

  ↓ 

 試験溶液 

動物用医薬品の検査項目について 

 

食品分析グループ 酒井 好穂  

 

【はじめに】 

当所では、高速液体ｸﾛﾏﾄｸﾞﾗﾌ・ﾀﾝﾃﾞﾑ質

量分析計(LC/MS/MS)を用いて動物用医薬

品の検査を実施している。平成 23 年度現

在、HPLC による動物用医薬品等の一斉試験

法Ⅰの適用対象項目 104 項目中、48 項目が

検査可能であるが、さらに検査可能項目を

追加するため、測定条件等の検討を行った。 

【方法】 

１ 検討対象動物用医薬品 

以下の動物用医薬品 16 項目について検

討した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 装置 

LC/MS/MS：TQD (Waters 社製) 

３ 標準品及び標準原液 

標準品：和光純薬製、林純薬製および関東

化学製を使用した。 

標準原液：各標準品をﾒﾀﾉｰﾙに溶解し、

1000ppm とした。 

４ 方法 

(1) 対象動物用医薬品の 1ppm ｱｾﾄﾆﾄﾘﾙ/水

(4：6)溶液を個別に調製し、MS/MS に

直接導入し、各成分の測定条件を決定

した。決定した条件を用いて 10 から

500ppb までの 6 点の検量線を測定し、

直線性を確認した。 

(2) 当所で動物用医薬品の検査を実施する
ことが多い食品 6品目（鶏・豚・牛の

筋肉、乳、鶏卵、魚(マダイ)）につい

て、各 3検体ずつ添加回収試験を実施

した。添加量は 50ng とした。抽出方法

のフローを図-1 に、LC/MS/MS 測定時の

各条件を表-1 に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-1 試験溶液の調製方法 

抗生物質：Mecillinam,Phenoxymethylpenicillin,

Josamycin 

合成抗菌剤：Sulfaethoxypyridazine ,Miloxacin 

寄生虫駆除剤：Pyrantel 抗炎症剤：Meloxicam 

抗ヒスタミン剤：Tripelennamine 

麻酔薬：Benzocaine  鎮静剤：Mafoprazine 

ﾎﾙﾓﾝ剤：Methylprednisolone, Altrenogest 

Clostebol, Chlormadinone 

止寫剤：Menbutone 自律神経剤：Prifinium 
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表-1 LC/MS/MS 測定条件 

移動相 ：0.1%ｷﾞ酸/ｱｾﾄﾆﾄﾘﾙを以下のとおり

ｸﾞﾗｼﾞｴﾝﾄ 

90：10(0.5min)⇒10：90（10min） 

⇒10：90（12min）⇒90：10(12.1min) 

⇒90：10(17min) 

カラム Waters ACQUITY UPLC BEH C18

(2.1mm×100mm,1.7μm) 

流速  ：0.4mL/min 

ｿｰｽ温度(℃) ：120 

ｷｬﾋﾟﾗﾘｰ電圧(kV)   ：3.00 

ﾃﾞｿﾙﾍﾞｰｼｮﾝ温度(℃)   ：400  

 

【結果】 

１ 検量線の直線性について 

決定した測定条件で標準溶液の測定を

おこなったところ、16 項目中 1 項目

（Mecillinam）について、感度が悪く標準

品のピークが確認できなかった。その他の

15 項目については、項目によって感度に大

きく差はあるものの、検量線の相関係数ｒ

が当所の目標値である0.995を満たすこと

が確認できた。 

２ 添加回収試験について 

  6 品目の食品について、１でピークが確

認できた 15 項目の添加回収試験を実施し

た。妥当性評価ガイドラインで真度(回収

率)の目標値が70～120%とされていること

から、3検体の回収率の平均値がこの目標 

 

値を満たすものを追加項目とみなした。各

食品の回収率の傾向は似ており、8 項目

（ Pyrantel, Tripelennamine, Miloxacin, 

Mafoprazine,Prifinium, Altrenogest, 

  Clostebol,Chlormadinone）については、い

ずれもピークが確認できないか、回収率

70%未満に止まった。比較的回収率の良好

であった残り 7項目について、6食品全て

目 標 値 を 満 た す も の は 、 4 項 目

（Sulfaethoxypyridazine,Methylprednisolon

e,Phenoxymethylpenicillin,Meloxicam）であ

った。また、食肉（鶏肉、豚肉、牛肉）に

限れば、残り 3 項目(Benzocaine, Menbutone, 

Josamycin)についても目標値を満たしてい

た。(表-2)  

【まとめ】 

 新規検査項目として 16 項目の動物用医

薬品について検討を行ったが、検量線の直

線性が確保でき、添加回収試験の目標値を

満たすことができたものは、食肉では 7項

目、乳、鶏卵、魚では 4項目であった。平

成 24 年度から、これらを検査可能項目に

追加する。今後も食肉衛生検査所から提供

される情報等を参考に使用頻度の高い医

薬品の検査項目追加について検討し、合わ

せて妥当性評価ガイドラインに沿った評

価を進めていきたい。 

   表-2 新規追加 7項目の MS ｲｵﾝ化条件および各食品における回収率（3検体の平均値） 

                        CV：Cone Voltage CE：Collision Energy   

ﾓﾆﾀｰｲｵﾝ 回収率（％） 

  

pos

/neg parent product

CV

（Ｖ）

CE 

（eV） 鶏肉 豚肉 牛肉 乳 鶏卵 魚 

Sulfaethoxypyridazine + 295.14 156.06 34 22 98.3 89.5 91.0 71.4 85.2 74.6

Benzocaine + 166.11 137.92 50 16 93.2 87.6 89.1 75.0 79.6 65.6

Methylprednisolone + 375.67 357.62 22 10 110.5 117.7 109.6 91.4 93.5 86.3

Phenoxymethylpenicillin + 382.90  159.77 50 16 96.5 94.7 94.0 87.5 78.9 78.1

Menbutone + 259.26 241.12 28 16 89.1 88.5 79.3 102.8 64.4 73.8

Josamycin + 829.29 174.41 46 34 77.4 71.7 75.5 n.f 61.8 56.1

Meloxicam + 352.28 115.02 16 22 101.7 96.1 93.7 94.4 96.1 84.6
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【はじめに】 

平成21年9月に微小粒子状物質（以下

PM2.5）の環境基準が設定された。また、平

成22年3月には「大気汚染防止法第22 条の規

定に基づく大気の汚染の状況の常時監視に

関する事務の処理基準について」を改正し、

PM2.5の成分分析について平成25年度までを

目途に、整備を図ることとなっている。 

 以上からもわかるとおり、PM2.5に対する

取組が本格的になっている。現在、浜松市で

は常時監視については来年度より測定を開

始し、成分分析については平成19年度より関

東地方大気環境対策推進連絡会における浮

遊粒子状物質調査会議（以下SPM会議）にて

合同調査に参加している。この度、平成20

年度からの三ヶ年に渡るPM2.5の調査結果が

纏まったため、ここに報告する。 

 SPM会議では、成分分析について国からの

指針が発表されるまでは、毎年夏季の2週間、

会議に参加する各自治体でサンプリングを

行い、濾紙を収集し、PM2.5濃度、水溶性イ

オン成分、炭素成分、金属成分に分け、分析

を行ってきた（参加自治体等は本抄録末参

照）。浜松市は北部測定局（葵が丘小学校）

での1地点のサンプリングのみ行った。合同

調査報告書における執筆担当が粒子状物質

濃度であったため、特に粒子状物質濃度に焦

点を絞って報告する。 

 

【方法】 

○ 試料採取装置 

 東京ダイレック社の PCI サンプラー（もし

くは同等な装置）を用いた。流量を

20.0L/min に設定し、2 日から 3 日間の期間

に分けて 2 週間サンプリングを行った。以下、

三年間のサンプリング期間を示す。 

① H20年7月28日 （月） － 7月30日 （水）
② H20年7月30日 （水） － 8月 1日 （金）
③ H20年8月 1日 （金） － 8月 4日 （月）
④ H20年8月 4日 （月） － 8月 6日 （水）
⑤ H20年8月 6日 （水） － 8月 8日 （金）

① H21年7月27日 （月） － 7月29日 （水）
② H21年7月29日 （水） － 7月31日 （金）
③ H21年7月31日 （金） － 8月 3日 （月）
④ H21年8月 3日 （月） － 8月 5日 （水）
⑤ H21年8月 5日 （水） － 8月 7日 （金）

① H22年7月26日 （月） － 7月28日 （水）
② H22年7月28日 （水） － 7月30日 （金）
③ H22年7月30日 （金） － 8月 2日 （月）
④ H22年8月 2日 （月） － 8月 4日 （水）
⑤ H22年8月 4日 （水） － 8月 6日 （金）
⑥ H22年8月 6日 （金） － 8月 9日 （月）

H20年

H21年

H22年

 

＊平成 22年度のみ、環境省依頼のサンプリン

グと並行して行ったため期間が長くなってい

る。 

○ 濾紙の秤量 

濾紙の秤量は温度 20℃、相対湿度 50%の天

秤室で24～48時間放置し恒量とした後、0.002 

mg の感度を有する化学天秤（Mettler AT20）

で精秤した。秤量に際しては、秤量前後での

天秤指示値がゼロであることを確認し、天秤

指示値が安定する一定時間放置後の秤量値を

記録した。 

なお、PM2.5 環境基準値が告示された翌年の

平成 22 年調査用濾紙については、標準測定法

に準じ、温度 21.5℃、相対湿度 35%の天秤室

で恒量化を行い、0.001 mg の感度を有する精

密電子天秤（Sartorius, MC-5）で秤量した。 

捕集前後の濾紙の秤量時に合わせて濾紙ブ

ランク 4～5 枚を秤量して重量を補正した。 

 

PM2.5 について(浮遊粒子状物質調査会議合同調査結果報告) 

大気測定グループ 中嶋 健二
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○ 濃度の算出 

濾紙の秤量結果及び吸引空気量から次式

により粒子状物質の濃度をμg/m3 の単位で

求めた。 

 

 

 

 

 

 

【結果】 

(1) PM(10-2.5)濃度の平均値の推移及び

PM2.5 濃度の平均値の推移 

平成20年度から平成22年度までの調査期

間を通しての各地点における PM(10-2.5)濃

度の平均値の推移を図 1-1 に、PM2.5 濃度の

平均値の推移を図 1-2 に示す。 

 平成 20 年度から平成 22 年度における

PM(10-2.5)濃度の平均値は 2.1～14.3（平均

7.3）μg/m3の範囲にあり、最も高濃度だっ

たのは平成 20 年度の川崎で、次いで平成 20

年度の江東、平成 22 年度の江東であった。

最も低濃度だったのは平成22年度の甲府であ

った。全体的には年度毎に減少する傾向の地

点が多かった。土浦は 3 年間通してほとんど

変わらない値であった。南関東と北関東甲信

静とでは、全ての年度において北関東甲信静

の方が低い値であり、なおかつ減少傾向にあ

った。 

平成20年度から平成22年度におけるPM2.5

濃度の平均値は 7.3～29.9（平均 14.2）μg/m3

の範囲にあり、最も高濃度だったのは平成 20

年度の浜松で、次いで平成 20 年度の江東、平

成 20 年度の甲府であった。最も低濃度だった

のは平成 22 年度の横浜であった。さいたま、

市原、前橋、長野を除く地点において、年度

毎に減少する傾向にあった。また、全ての地

点において平成20年度が最も高濃度であった。

南関東と北関東甲信静は、挙動、濃度ともに

ほとんど差は見られなかった。 

 

図 1-1  平成 20 年度から平成 22年度における各地点の PM(10-2.5)濃度の平均値 
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(2)PM10 に対する PM2.5 の割合 

平成20年度から平成22年度の調査期間中

の平均値から PM10（PM(10-2.5)及び PM2.5

の総量）に対する PM2.5 の割合を示したもの

を図 2 に示す。 

平成 22 年度で PM2.5 の割合が最も高かっ

たのは長野の 85.3％であり、最も低かった

ものは川崎の 48.4％であった。また、平成

21 年度で PM2.5 の割合が最も高かったのは甲

府の 71.5％であり、最も低かったものは川崎

の 58.3％であった。平成 20 年度での PM2.5

の割合が最も高かったのは浜松の 78.0％であ

り、最も低かったものは川崎の 56.8％であっ

た。沿岸部では減少傾向が、内陸部では増加

傾向が見られた。 

図 1-2  平成 20 年度から平成 22年度における各地点の PM2.5 濃度の平均値 

図 2  平成 20年度から平成 22 年度における各地点の PM10 に対する PM2.5 の割合 
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① ②

④

⑤
⑥

⑦

⑧

⑨

⑩
⑪⑫

⑬

⑭

⑮⑯

③

H22 H21 H20 H22 H21 H20

1 平塚 神奈川県 神奈川県環境科学センター ○ ○ ○ － － －

2 横浜 横浜市 横浜市環境科学研究所 ○ ○ ○ － ○ ○

3 川崎 川崎市 川崎市公害研究所 ○ ○ ○ ○ ○ ○

4 江東 東京都 財）東京都環境整備公社環境科学研究所 ○ ○ ○ ○ ○ ○

5 さいたま さいたま市 さいたま市役所 ○ ○ ○ ○ ○ ○

6 騎西 埼玉県 埼玉県環境科学国際センター ○ ○ ○ ○ ○ ○

7 千葉 千葉市 千葉真砂公園測定局 ○ ○ ○ － － －

8 市原 千葉県 千葉県環境研究センター ○ ○ ○ ○ ○ ○

9 土浦 茨城県 茨城県土浦保健所 ○ ○ ○ ○ ○ ○

10 宇都宮 栃木県 栃木県保健環境センター ○ ○ ○ ○ ○ ○

11 前橋 群馬県 群馬県衛生環境研究所 ○ ○ ○ ○ ○ ○

12 長野 長野県 長野県環境保全研究所 ○ ○ ○ ○ ○ ○

13 甲府 山梨県 山梨県衛生環境研究所 ○ ○ ○ ○ ○ ○

14 静岡 静岡市 静岡市環境保健研究所 ○   ○*   ○* － － －

15 島田 静岡県 島田市役所測定局 ○ ○ ○ ○ ○ ○

16 浜松 浜松市 北部測定局 ○ ○ ○ － － －

*服織小学校測定局

PM2.5 ガス状物質番号 地点名 担当自治体 場　　　所

【まとめ】 

 PM2.5 の環境基準である 1 日平均値が 35

μg/m3 以下をほとんどの地点で満たせてい

る（夏季のみの結果のため年平均値 15μg/m3

以下は適応しない）。この三ヶ年の結果から

注目すべきは、SPM における PM2.5 の割合の

高さである。結果(2)からも分かるとおり、

ほとんどの地点において 60％以上を占めて

いる。疫学的に断定はされていないものの、

粒子が微小であればあるほど人体へ影響を

及ぼすものとされている。PM2.5 は広域的か

つ長期的な調査を必要とするものである。現

段階では断定出来る要素は少なく、人間の生

活環境の安全性を鑑みる上でも全国的な取

組のもと、知見を集積していくことが望まれ

る。 

 

【SPM 会議参加自治体】 

調査には、関東地方と長野県、山梨県及び

静岡県の、次の 1 都 9県 6 市が参加した。 

 神奈川県、東京都、千葉県、埼玉県、茨城

県、栃木県、群馬県、長野県、山梨県、静

岡県の各都県及び横浜市、川崎市、千葉市、

さいたま市、静岡市、浜松市の各市 

 

【調査地点】 

 調査地点を図 3 に、調査地点名、担当自治

体、場所及び調査参加項目については表 1 に

示した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表 1 各自治体のサンプリング地点及び調査項目 

図 3 各自治体サンプリング地点 
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保健環境研究所敷地内の環境放射線量測定結果について 

 
大気測定グループ 佐藤葉留佳  

 
【はじめに】 
 2011年 3月 11日に発生した東京電力福島第一原子力発電所および福島第二原子力発電所におけ
る事故は、広範囲にわたる放射性物質の放出をもたらした。この被害はその規模、範囲において未

知のものであり、静岡県においても放射性物質からの放射線の影響が懸念されている。そこで浜松

市保健環境研究所（以下研究所）において、NaIシンチレーション式サーベイメータを使用した環
境放射線量の測定を行うことにした。以下、その結果を報告する。 
 
【方法】 
 研究所廃棄物庫前で、2011年 11月 14日より環境放射線量の測定を行った。11月 14日から 11
月 25日までは朝 9:00と昼 13:30の 1日 2回測定、11月 28日から 12月 9日までは朝 9:00の 1
日 1 回測定を行った。測定は、最初に地上から高さ 1cm のところにサーベイメータの検出部を設
置した。その状態でサーベイメータの電源を入れた後 1分 30秒ほど放置し、機械の安定化を行っ
た。その後、30 秒ごとに 5 回測定し、その平均値を測定結果とした。また検出部を地上 1m の高
さに固定し、同様にして測定を行った。測定は、雨天を除く平日に行った。 
 また、研究所で測定した結果を、静岡県が磐田市に設置しているモニタリングポストの測定結果

（1時間値）と静岡県が静岡市に設置しているモニタリングポストの横で、シンチレーション式サ
ーベイメータを使用して測定した結果（1日 1回、AM10:00）を比較した。 
 
【結果及び考察】 
研究所での測定結果及びモニタリングポスト（磐田市）の測定結果を図 1及び図 2に示す。研究
所で測定した結果とモニタリングポストの測定結果を比較すると、研究所の測定結果の方が高い傾

向にある。その差は、最大約 0.02µSv/hであった。このような差ができた理由として、モニタリン
グポストの結果が、宇宙からの放射線量を除いた値になっているからだと考えられる。そこで、宇

宙からの放射線量を含んだ測定結果である静岡県のサーベイメータの結果と研究所の測定結果を

比較した。その結果を図 3 及び図 4 に示す。尚、図 3 の研究所の測定結果は、9:00 の測定結果の
みを使用している。研究所で測定した結果と静岡県のサーベイメータの測定結果を比較すると、そ

の差は最大約 0.01µSv/hであった。この程度の誤差ならば、測定機器の誤差範囲であると考えられ
るため、ほとんど差のない結果だと考えられる。また、11月 14日に各都道府県でサーベイメータ
を使用して測定した結果の集計を図 5に示す。11月 14日の研究所の測定結果は、0.06µSv/hであ
った。この結果は全国と比較しても、ほぼ平均的な値であるとわかる。 
以上の結果より、当研究所における環境放射線量は、静岡県と比較しても有意な差は見られず、

全国の測定結果と比較してもほぼ平均的な値である。また震災前の平常値は静岡県が 0.028～
0.077µSv/h、全国では 0.013～0.15µSv/hであり、研究所における測定結果は静岡県や全国の震災
前の平常値の範囲に入っている。測定機器が異なるため一概には言えないが、これらの結果から浜

松市での震災による環境放射線量の影響はほとんどなかったと考えられる 
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図－1 研究所とモニタリングポストの結果の比較（11月 14日～27日） 
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図－2 研究所とモニタリングポストの結果の比較（11月 28日～12月 11日） 
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図－3 研究所と静岡県のサーベイメータ測定結果の比較（11月 14日～27日） 
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図－4 研究所と静岡県のサーベイメータ測定結果の比較（11月 28日～12月 11日） 
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図－5 全国のサーベイメータ測定結果（11月 14日） 
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浜名湖における水質特性について 

平成 23年度全国環境研協議会関東甲信静支部水質専門部会発表 

浜松市保健環境研究所 水質測定グループ 神谷隆史 

 

【はじめに】 

浜名湖は、静岡県西部に位置する面積約65km2、平均水深5mほどの汽水湖である。レジャーと

してヨットや潮干狩りを楽しみに来る人も多く、鰻、スッポンの養殖業等も盛んに行われている。

浜名湖では、水質汚濁防止法第16条の規定により、毎年、静岡県が定める「公共用水域水質測定

計画」に基づき、水質状況の常時監視が行われている。 

今回、近年の水質測定データから、浜名湖の水質特性についてまとめたので報告する。 

 

【調査対象】 

１ 調査地点 

浜名湖の調査地点12地点のうち、静岡県と当市が共同で調査している7地点。 

詳細は、表1に示すとおり。 
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２ 調査時期 

 平成13年度から平成21年度（月1回測定） 

３ 調査項目 

化学的酸素要求量（COD）、全窒素、全燐、透明度 

 

【調査結果】 

１ 経年変化 

 CODは、猪鼻湖、気賀、白洲で高く、全体的に、平成17年度から上昇傾向にある。湖心では

平成20年度から環境基準(2.0mg/L)を超過している（図１－１）。 

 全窒素は、猪鼻湖、白洲、気賀で高く、猪鼻湖、白洲では、常に環境基準(0.60mg/L)を超過

している。全体的には、横ばいである（図１－２）。 

全燐は、白洲、猪鼻湖で高い。年により変動はあるが、平成19年度以降は、全地点で環境基

準(0.05mg/L)を達成している（図１－３）。 

透明度は、測定地点によって差があるが、横ばい傾向である（図１－４）。 

 

 

 

２ 経月変化 

 CODは、3月から上昇し始め、7月頃に最大となった後、低下し、2月に最小となる。猪鼻湖、

白洲、気賀では、夏期の上昇が大きい（図２－１）。 

全窒素、全燐も同様の挙動を示すが、全窒素の挙動は、それほど顕著ではない（図２－２、

２－３）。 

透明度は、これと逆の挙動を示す（図２－４）。 
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３ 水深と水質 

 最も水深の深い湖心の各層では、4月から11月の間、表層へいくほど水温は高く、塩素イオ

ンは低くなっており、各層は混合していないことが分かる（図３－１、３－２）。このため、

底層には酸素が供給されず、4月から8月にかけ、底層は貧酸素状態になっている。この状態は、

8月から11月にかけ徐々に改善され、11月から3月では均一になっている（図３－３）。 

このような変化は、透明度付近の水深から生じており、水深の深い猪鼻湖や気賀においても、

同様の現象がみられる。 
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４ 流入河川の影響 

 浜名湖に流入する主な河川のCOD、全窒素、全燐、流量を表2に示す。 

 
 COD、全燐は、吹上1号川、神明川で、全窒素は、花川や白長谷川等で高いが、流入負荷量は、

流量の多い、新川、都田川で大きい。 

 

【まとめ】 
・ 浜名湖の水質には、地形や季節的要因、流入河川の影響が関与する。 

・ 浜名湖の水質は、地点により異なる。 
・ 過去 9年間、全調査地点において大きな変化はみられないが、COD は上昇傾向である。 
・ COD、全窒素、全燐は、猪鼻湖、白洲、気賀で高い。これは、これらの地点がいずれも閉鎖

性の水域にあり、水の入れ替わりが悪いことが影響していると考えられる。 
・ 環境基準については、COD は湖心で平成 20 年度から、全窒素は猪鼻湖、白洲で常に超過して

いる。 
・ 夏期には透明度が低下し、COD、全窒素、全燐は上昇する。 
・ COD、全窒素、全燐の高い、猪鼻湖、白洲、気賀では、季節変動が大きく、夏期の水質の悪

化が、年間平均値を上げている。 
・ 水深の深い地点では、夏期は各層の混合が起こらず、底層は貧酸素状態となっている。 
・ 流入負荷量は、流量の多い、新川、都田川で大きい。 
・ 環境基準を達成するためには、夏期の水質改善が重要である。 
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ヘッドスペース―GC/MS法による塩化ビニルモノマーの分析方法の検討 

水質測定グループ 松下佳代 

 
【はじめに】 
 塩化ビニルモノマーは河川等の公共用水域に

おける検出事例は少ないものの、地下水において

はトリクロロエチレン等の微生物による分解生

成物であることから、これらの汚染地域での検出

事例が報告されている。また、平成21年には地下
水環境基準(0.002mg/L)が定められ、当研究所にお
いても測定を実施している。 
 現在の塩化ビニルモノマーの公定法は、平成9
年環境庁告示第10号に基づき、パージ・トラップ
―GC/MS法となっている。しかし、当研究所が所
有するパージ・トラップ装置の動きが不安定であ

るため、測定に支障をきたす場合が出てきてしま

っている。また、中央環境審議会からは、「ヘッ

ドスペース―GC/MS法を公定法として追加する
ことが適当である」との答申案が出ており、告示

に向けての動きが見られている。 
 これらを踏まえ、ヘッドスペース―GC/MS法が
公定法に追加された際、迅速に対応ができるよう、

分析方法の検討を行ったので報告する。 
 
【方法】 
１．装置及び器具 
 使用した装置及び分析条件を表 1に示した。 

２．試薬 
 塩化ビニル標準原液及びサロゲート物質とし

て用いた塩化ビニル d3 の標準原液はいずれも和
光純薬工業㈱製のものであり、塩化ナトリウムは

関東化学㈱製の特級のものを、メタノールは関東

化学㈱製の水質試験用のものを用いた。また、水

は市販のミネラルウォーター(Vittel)を使用した。 
 さらに、従来測定を行っている揮発性有機化合

物(以下 VOC)との同時分析の検討のため、関東化
学㈱製の水質試験用のフルオロベンゼン標準液

及び化学分析用の揮発性有機物 23 種混合標準液
を使用した。 
３．標準液の調製 
 10mL スピッツ管を用いて塩化ビニル標準原液
をメタノールにより段階的に希釈し、1µg/mL、
5µg/mL、10µg/mLとした。これらを、あらかじめ
塩化ナトリウム 3.5gと水 15mLを入れたバイアル
瓶に 3µLあるいは 6µL添加し、0.2µg/L、0.4µg/L、
1.0µg/L、2.0µg/L、4.0µg/Lの標準系列を作成した。
サロゲートの塩化ビニル d3は、濃度が 2.0µg/Lに
なるようにそれぞれ添加した。 
 また、VOC との同時分析の検討時には、23 種
混合標準液を塩化ビニルモノマーと同濃度にな

るように、フルオロベンゼンは 2.0µg/L 相当量を
それぞれ添加した。 
４．検討方法 
 パージ・トラップ―GC/MS法の定量下限値であ
る 0.2µg/L (地下水環境基準値の 1/10)をヘッドス
ペース―GC/MS 法で測定しても感度が十分であ
るか確認した後、３で作成した標準系列について

検量線を作成した。また、標準液の保存安定性を

調べるため、３で作成したスピッツ管の標準液を

冷凍保存し、感度変動を調べた。精度を確認する

ために、VOC 測定用の公共用水域の検体に
0.2µg/L 相当量を添加したものを測定し、添加回
収試験を行った。 
 
【結果】 
１．塩化ビニルモノマーのピークの確認 

表1　装置及び分析条件

ﾍｯﾄﾞｽﾍﾟｰｽｻﾝﾌﾟﾗｰ　　Agilent 7694

20ｍL

15ｍL

70℃

30分

1分

200℃

0.2分

ｶﾞｽｸﾛﾏﾄｸﾞﾗﾌ　　Agilent 6890

ｶﾗﾑ

ｵｰﾌﾞﾝ温度

質量分析計　　Agilent 5973A

EI

SIM

62

64

65

67

加圧時間

ﾄﾗﾝｽﾌｧﾗｲﾝ温度

注入時間

ｻﾝﾌﾟﾙﾊﾞｲｱﾙｻｲｽﾞ

試料量

ｻﾝﾌﾟﾙ加熱温度

ｻﾝﾌﾟﾙ平衡時間

ｻﾛｹﾞｰﾄ定量質量数

ｻﾛｹﾞｰﾄ確認質量数

DB-624 0.25nm×1.4μm×60m

35℃（5分）→8℃/分→180℃（0分）

→15℃/分→260（1分）

ｲｵﾝ化法

測定ﾓｰﾄﾞ

塩化ﾋﾞﾆﾙﾓﾉﾏｰ定量質量数

塩化ﾋﾞﾆﾙﾓﾉﾏｰ確認質量数
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塩化ビニルモノマーの標準液をSCANモードで
測定したところ、リテンションタイムが 6.8 分の
あたりにピークが確認された。また、検量線の最

低濃度(0.2µg/L)を SIM モードで測定したところ、

塩化ビニルモノマー、サロゲートのピークとも十

分な感度で確認できた(図 1)。 
２．検量線の作成 
 0.2µg/L、0.4µg/L、1.0µg/L、2.0µg/L及び 4.0µg/L
の 5点について、内部標準法で検量線を作成した。
その結果、相関係数 0.995 以上の高い直線性の検
量線が得られた(図 2)。 

３．標準液の保存安定性試験 
 スピッツ管に作成した標準液を-30℃の冷凍庫
で保存したものを 8日間に渡り測定し、感度変動
を調べた。その結果、塩化ビニルモノマーの感度

はほとんど変動せず(図 3)、1週間程度であれば冷
凍庫での保存が可能であることが分かった。 
４．添加回収試験 
 VOC測定用の公共用水域の検体を用いて、添加
回収試験を行った。用いた検体そのものからは、

いずれも塩化ビニルモノマーのピークは検出さ

れなかった。添加回収試験の結果は平均で 82.4％
(n=12)となった。中央環境審議会の検定方法(案)
によると、添加回収試験の結果は 70～120％の範

囲内であることとなっており、今回得られた結果

はこの条件を満足していた。 
５．VOCとの同時分析 
 従来から測定を行っている VOC20 項目との同
時測定について検討した。塩化ビニルモノマー及

び VOCとも十分な感度でピークが確認され(図 4)、
同時分析が可能であることが分かった。また、塩

化ビニルモノマーと同濃度の標準系列を測定し

て検量線を作成した結果、塩化ビニルモノマーを

含む全ての項目について相関係数 0.995 以上の直
線性を持つ検量線得られた。このことから、従来

から測定している VOC20 項目との同時測定も可
能であることが分かった。 
 
【まとめ】 
１．ヘッドスペース―GC/MS法で塩化ビニルモノ
マーの測定を行ったところ、地下水環境基準の

1/10である 0.2µg/Lまで測定が可能であった。 
２．標準液の保存性試験の結果、1 週間程度の冷
凍保存では、感度変動は見られなかった。 
３．従来測定を行っている VOC20 項目との同時
測定についても、検量線の相関係数が 0.995 以
上であり、測定可能であった。 

 
【参考文献】 

・水質汚濁防止法に基づく排出水の排出、地下浸透水の浸

透等に係る項目追加等について(第 2次報告案) 

図 1 0.2μg/L の塩化ﾋﾞﾆﾙﾓﾉﾏｰ及びｻﾛｹﾞｰﾄのｲｵﾝｸﾛﾏﾄｸﾞﾗﾑ

ｻﾛｹﾞｰﾄのﾋﾟｰｸ 

塩化ﾋﾞﾆﾙﾓﾉﾏｰのﾋﾟｰｸ 

y = 1.0405x + 0.0114

R
2
 = 0.9996
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3.5

4.0
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図 2 塩化ﾋﾞﾆﾙﾓﾉﾏｰの検量線 
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図 3 塩化ﾋﾞﾆﾙﾓﾉﾏｰの保存性試験の結果 

図 4 VOC 同時測定時の TIC 

塩化ﾋﾞﾆﾙﾓﾉﾏｰ
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オキシン銅の測定 

    

水質測定ｸﾞﾙｰﾌﾟ 神谷隆史  

 

【はじめに】 

オキシン銅は殺菌剤として使われる農薬で、

主にゴルフ場の芝の育成や、果樹、野菜等の栽

培時における細菌からの防護を目的に使用さ

れている。オキシン銅は、人畜に対する毒劇物

の指定は無いが、魚介類等の水生生物に対する

強い毒性が認められており、農薬の魚毒性分類

では C類（魚類を用いた毒性試験において、最

も強い毒性が認められるグループ）とされてい

る。つまり、ゴルフ場のような環境で大量に流

出が起きた際は、魚介類の斃死事故のような環

境への悪影響が懸念される。環境省では、オキ

シン銅を「健康の保護に関連する物質ではある

ものの公共用水域における検出状況等からみ

て、現時点では環境基準項目とはせず、引き続

きデータの集積に努めるべき物質」として、要

監視項目の一つに指定しており、その指針値を

0.04 mg/L 以下としている。よって、今後の動

向によっては環境基準項目に設定される可能

性もある。さらに、浜松市では豊かな自然を生

かして多くのゴルフ場が建設されているため、

突然の事故に備えて測定法を確立することが

望ましいと考えられる。今回、オキシン銅の測

定の検討を行ったため、結果を報告する。 

 

【方法】  

オキシン銅の検査法は「水質汚濁に関わる人

の健康保護に関する環境基準の測定方法及び

要監視項目の測定方法について（環水規 121

号）」に従った。 

1. 装置及び使用機器 

HPLC：Alliance e2695（Waters） 

検出器：2998（Waters） 

カラム：Golf-pak HR（Waters） 

固相：Inert sep RP-1（GL Sciences） 

2.測定条件 

（１）カラム温度…40℃ 

（２）サンプル温度…10℃ 

（３）移動層…アセトニトリルと 10 mM リン酸

バッファー（pH3.5）を 1：1で混合 

（５）流量…1 mL/min 

（６）検出波長…240 nm 

3.検量線 

50 mg/L オキシン銅標準液を用いて 10 mL の

スピッツ管に 1.0 mg/L を作成し、アセトニト

リルで段階的に希釈して 0.1 mg/L、0.2 mg/L、

0.5 mg/L、1.0 mg/L の 4 点の標準列を作成す

る。 

4.添加回収試験  

オキシン銅標準液を試料水（蒸留水：n=5、

佐鳴湖湖心：n=3、熊切川：n=3）に 0.5 mg/200 

mL となるように添加し、図 1 の方法に従って

添加回収試験を行う。この方法では、検体を

200 倍濃縮するため、定量下限値は検量線の最

低濃度である 0.1 mg/L の 200 分の 1 である

0.0005 mg/L となる。これは、オキシン銅の指

針値が 0.04 mg/L 以下であることを考えると、

十分な値と言える。なお、添加回収試験に用い

た試料水は、事前にオキシン銅が定量下限値以

下であることが確認されている。 

 

 

固相洗浄＆ｺﾝﾃﾞｨｼｮﾆﾝｸﾞ 

10 mL ｱｾﾄﾆﾄﾘﾙ 

5 mL ﾒﾀﾉｰﾙ  試料水 200 mL 

10 mLH2O      pH3.5（1 M HCl） 

 

通水 10 mL/min    

洗浄 10 mL H2O 

 

脱水 

       3,000 rpm で遠心 

溶出 

5 mL ｱｾﾄﾆﾄﾘﾙ 

窒素吹き付け濃縮 

  1.0 mL まで濃縮 

バイアル瓶 

 

HPLC 測定 

 

図 1 オキシン銅の検査フロー 
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図 2 オキシン銅の代表的なクロマトグラム（左）とピーク頂点のスペクトル（右） 

 

【結果及び考察】 

1.検量線 

上記の条件で標準試料の測定を行った結果、

全ての試料において、図 2左のクロマトグラム

のように、5.5 分の位置にピークが出現した。

図 2右のスペクトルから、このピークは 240 nm

に特徴的に高い吸光度を示すオキシン銅であ

ることが示された。そこで、このピークについ

て検量線を作成した。その結果、図 3に示すよ

うに R2=0.9995 と、十分な直線性を得ることに

成功した。 

検量線

y = 121108x + 1418.1
R² = 0.9995

0
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120000

140000

0 0.5 1 1.5

濃度（mg/L）

面積

 
図 3 オキシン銅の検量線 

 

2.添加回収試験結果 

添加回収試験結果を表 1に示す。いずれの検

体においても、平均で 86％から 95％と良好な

回収率が得られた。また、同じ検体間で比較す

ると、個々の数値は悪くないが、回収率に 10

～20％の差が生じた。この点については、技術

的な不安定さに加え、佐鳴湖湖心と熊切川では

目的物質（オキシン銅）以外の成分の影響によ

りクロマトグラムが乱れたことが原因と考え

られた。 

 

表 1 添加回収試験結果（％） 

 蒸留水 佐鳴湖湖心 熊切川 

1 77.8 97.4 105.8 

2 85.8 87.0 80.0 

3 78.2 95.0 99.8 

4 91.0     

5 97.6     

平均 86.1 93.1 95.2 

 

【まとめ】 

今回の検討により、当所において要監視項目

であるオキシン銅の測定が可能であることを

示した。しかしながら、回収率の安定について

は、今後より改善が望まれる。今回、佐鳴湖湖

心と熊切川の検体においては、目的物質以外の

成分の影響により回収率がばらついてしまっ

たと考えられる。よって、目的物質以外の成分

の影響を低減するため、固相抽出の際に濃縮倍

率を下げる等の検討をしていきたい。また、今

後の目標として、市内の公共用水域における検

出状況の調査を積極的に行っていくと同時に、

魚介類の斃死事故への対応を強化するため、今

回のノウハウを生かして HPLC で測定可能なそ

の他のゴルフ場農薬も加えた一斉分析法の検

討を行っていきたい。 

【参考文献】 

1. 水質汚濁に係る人の健康の保護に関する

環境基準の測定方法及び要監視項目の測定方

法について（環水規 121 号） 
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ＩＣＰ－ＭＳによる金属測定について 

 
水質測定グループ 萩原彩華 

 

【はじめに】 

 当研究所では従来ICP発光分析装置を用いて金

属測定を行ってきた。しかし本年度１１月から、

新たに導入された ICP-MS(誘導結合プラズマ質量

分析装置)を用いて環境水中の金属測定を実施し

ている。ICP-MS は前処理した試料溶液をプラズマ

中に噴霧し、プラズマ中で生成する測定対象元素

のイオン種を質量分析計で分離・定量するもので

ある。ICP-MS の主な特徴は、高感度であること、

及び多元素同時分析が可能なことである。イオン

化率の低いハロゲンやP,Sなどの一部の元素を除

いたほとんどの元素で、ICP 発光装置に比べて３

～４桁低い ppt(ng/L)レベルの検出下限が得られ

る。今回はこの ICP-MS を用いた金属測定につい

ての条件検討を行ったのでその結果を報告する。 

【測定方法および測定条件】 

１ 測定金属 

Zn,Cd,Pb,Cr,As,Se,Cu,B 

２ 試薬 

10mg/L の ICP 汎用混合液は SPEX 社製の

XSTC-622 を用い、内標準溶液 Y, In,TI 

(1000mg/L,原子吸光用)及び硝酸(有害金属測定

用)は和光純薬工業(株)製のものを用いた。使用

する器具は、5％硝酸に一昼夜以上浸漬し、超純

水で洗浄したものを用いた。 

３ 装置と分析条件 

ICP-MS は NexION 300X（Perkin Elmer 製）を用

い、分析条件は表-1 に示した。 

４ 添加回収試験 

ブランク試験および添加回収試験を行った。添

加回収試験は超純水に混合標準液 10μg/L ×75

μLを加え、図-1に示した方法で試験を行った。

試料については 10 倍に希釈し 3％硝酸溶液とし

たものを検液として測定した。また分解容器と

ロートはテフロン製のものを用いた。 

５ 検量線 

50mL バイアル瓶に ICP 用混合標準液 10μg/mL

を 0,50,250,500μL ずつ入れ、それぞれに内部

標準混合溶液 10μg/mL を 75μL 加え、 

 

50mL にメスアップしたものを検量線標準液と

した。 

表-1 測定条件 

プラズマ出力 1500～1550 W

プラズマガス（Ar) 17 L/min

補助ガス（Aｒ） 1.2 L/min

コリジョンガス（He) 5 L/min

リアクションガス（CH4) 0.6～2.5 L/min

測定 内標準補正法
 

 

←硝酸 0.45 mL

←約15mLになるように超純水加える

←内標準を50ppbになるよう添加　

←超純粋でメスアップ

15mL(15mL専用バイアル瓶)

放冷

５Ｂろ紙でろ過

加熱　(ホットプレート)

検液　試料 1.5mL

 

図-1  前処理フロー 

【結果および考察】 

１ 検出下限と反応ガス 

反応ガスの選択により「通常の ICP-MS(反応ガ

スなし)」「He を使用した場合」および「CH4 を使

用した場合」の３通りの測定を、モードを切り替

えながら一度の操作で分析することができる。そ

こで各モードを数通り作成し測定した。より検出

下限が低い値を示した条件と、本法で得られた定

量下限値(標準偏差の 10σ)を表-2 に示す。いず

れも基準値の 300~3000 倍以下の値まで定量する

ことができた。また、Cd,Pb,B は干渉イオンが少

ないため、反応ガスなしでも良好な結果が得られ

た。Zn,As,Se,Cu は He ガスより CH4ガスを用いた

方が良好な結果が得られている。Cr は He ガスと

CH4ガスいずれを用いてもほぼ同等の結果が得ら

れている。以降ここで決まったモードを使用し試

験する。 
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表-2 各モードで得られた定量下限値 

反応ガスモード
定量下限値
(μg/mL)

基準値
(μg/mL)

Zn CH4 0.0006～0.00033 -
Cd 標準 0.00001 0.003
Pb 標準 0.00001～0.00008 0.01
Cr He or CH4 0.00002～0.00054 0.05

As CH4 0.00001～0.00044 0.01

Se CH4 0.00002～00016 0.01

Cu CH4 0.00001～0.00015 -
B 標準 0.0005 1  

２ 操作ブランク 

先に示したガスモードを使用し7回の試験での

操作ブランクの平均値と標準偏差を表-3 に示し

た。亜鉛は汚染しやすい元素であり、前処理や使

用する器具に十分注意しながら操作する必要が

ある。また、ホウ素はメモリーしやすい元素なの

で、装置を十分洗浄してから測定する必要がある。 

表-3 操作ブランク 

ave
(μg/mL)

stdv

Zn 0.00248 0.00254
Cd 0.00002 0.00004
Pb 0.00009 0.00021
Cr <0.00001 <0.00001
As <0.00001 <0.00001
Se <0.00001 <0.00001
Cu <0.00001 <0.00001
B 0.00067 0.00095  

３ 検量線範囲 

各元素の標準溶液（0.1-10μg/L）を用い、３

つのモードで検量線を作成した。３つのモー 

ドを切り替えながら測定した場合の検量線は、相

関係数 R2＝0.9995 以上の良好な直線性を示した。 

４ 添加回収試験 

合計 7 回の試験で、添加回収試験を実施した。

その結果を表-4 に示す。いずれも 90～95％の範

囲に収まり、良好な結果であるといえる。 

表-4 添加回収試験 

11～2月　 回収率平均値(％）
Zn 90.0
Cd 93.2
Pb 93.5
Cr 95.5
As 91.5
Se 90.1
Cu 93.5  

【まとめ】 

従来の ICP-発光法では、75As、78Se などは、 

還元気化法の別分析法で分析しなければならな

いといった欠点があったが、本法では、今回対象

とした元素についてみれば、反応ガスの種類と内

標準を選択することで、一斉分析が可能になった。

しかし、問題点もあり、ホウ素では装置にメモリ

ーが残りやすく、洗浄に多大な時間がかかること、

亜鉛で操作ブランクが多く出てしまうこと、など

があげられる。分析準備や操作中はプラスチック

手袋を使用するなど、元素のコンタミネーション

防止に努め、できるだけ汚染の少ない環境で作業

をしたい。 
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ＢＯＤ植種の検討 

 

水質測定グループ 鈴木大介 

 

【はじめに】 

 生物化学的酸素消費量（以下ＢＯＤ）は２０℃

で５日間放置したとき、水中の好気性微生物によ

って消費される溶存酸素の量（以下ＤＯ）であり、

水中の有機性汚濁物質量の指標として公共用水

域や事業場などに基準が設定されている。この中

で事業場の排水や産業廃棄物処分場の浸出液な

ど好気性微生物が十分に含まれていないと考え

られる検体については好気性微生物（植種）を添

加する必要がある。当所がＢＯＤの測定で従って

いるＪＩＳ Ｋ ０１０２では植種として下水の

上澄み液や河川水、土壌抽出液などを定めている

が、植種の種類により微生物の活性が異なりＢＯ

Ｄの値を変動させる可能性がある。そこで今回、

グルコース・グルタミン酸水溶液のＢＯＤを微生

物の活性の指標として植種の検討を行ったので

報告する。 

 

【方法】 

ＢＯＤの測定は「ＪＩＳ Ｋ ０１０２ ２１ 

生物化学的酸素消費量（ＢＯＤ）」（以下ＪＩＳ法、

図１）に従い植種液として表１にある６種を用い

た。また、ＤＯの測定は「ＪＩＳ Ｋ ０１０２ ３

２．３ 隔膜電極法」に従った。 

下記方法で調製したグルコース・グルタミン酸

水溶液（ＧＧ液）を通常の試料と同様に植種希釈

水で希釈（５０倍）し、５日間放置する前後のＤ

Ｏを測定しＧＧ液のＢＯＤを求めた。ＪＩＳ法で

はＧＧ液のＢＯＤが２２０±１０ｍｇ／Ｌから

偏差が激しい場合には希釈水の水質、植種液の活

性度などが疑わしいとされている。） 

 

ＧＧ液:ＪＩＳ法の規定よりＤ－グルコース１

５０ｍｇ及びＬ－グルタミン酸１５０ｍｇを水

に溶かして１Ｌとしたもの。 

 

 

 

図１ ＢＯＤのフロー（ＪＩＳ Ｋ ０１０２） 

 

表１ 植種液 

 
 

【結果】 

表２ 植種の種類とＧＧ液のＢＯＤ 

植種の種類 ()内は植種率 
GG 液の BOD

（ｍｇ／Ｌ） 

種 BOD 

（ｍｇ／Ｌ） 

BOD シードⓇ(1.0%) 190 91.8 

ポリシードⓇ(0.8%) 182 96.8 

下水上澄み液(1.5%) 225 63.4 

伊佐地川(0.8%)、7 日経過 218 1.9 

志都呂橋(0.8%)、7 日経過 162 4.0 

土壌(3.0%) 129 7.3 

※色つきはＪＩＳ①の記載に適合

各植種液のＧＧ液のＢＯＤを比較した（表２）。 

植種の植種率（植種希釈水に占める植種液の割

合）はＪＩＳ法の規定より下水上澄み液、市販の

植種液については植種希釈水のＢＯＤをおおよ

そ０．６～１．０ｍｇ／Ｌになるように設定した。
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植種液の種類により大きな差が認められ、ＪＩＳ

の値から大きく外れる植種液も認められた。２つ

の河川水の間でも大きな違いが認められた。 

 

0
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伊佐地川(0.8%)の採取後経過日数（日）

Ｇ
Ｇ
の
Ｂ
Ｏ
Ｄ
（
ｍ
ｇ
／
Ｌ
）

 
           ※太線はＪＩＳ①適合の範囲 

図２ 経過日数によるＧＧ液のＢＯＤの変化 

 

  ＧＧ液のＢＯＤ（採取後７日後）がＪＩＳ法に

適合していた伊佐地川（植種率０．８％）の採取

後７、１４、２８日のＧＧのＢＯＤを調べた（図

２）。時間の経過によりＧＧ液のＢＯＤの減少が

認められ、１４日後よりＪＩＳ法の適合範囲より

外れた。 
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図３ 植種率違いによるＧＧ液のＢＯＤの変化 

 

ＢＯＤシードの植種率（植種希釈水に占める植

種液の割合）を３段階（０．５、１．０、１．５％）

とり、ＧＧのＢＯＤを比較した（図３）。植種率

の違いによる著しい変化は認められなかった。 

 

【まとめ】 

① 植種液の違いによりＧＧ液のＢＯＤは大き 
 な差が認められ、植種の種類により活性に差 

があると考えられる。 

②河川水は、採取からの時間の経過により活性が

下がると考えられる。 

③ＢＯＤシードについては０．５～１．５％の間

の植種率では大きな活性の差は無いと考えら

れる。 

 

 

 

【今後の課題】 

①市販の植種液の調製方法の検討 

②塩濃度や有害物質の影響、硝化細菌により消 

費されるＤＯの影響の検討 

③河川水の簡易培養の検討 

④実際の試料でのＢＯＤの差の検討 
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